
1 

 

 

 

除染等工事共通仕様書（第７版） 

 

 

第１章 総 則  

第１節 一般事項  

1-1-1  適 用 

(1) 本除染等工事共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、環境省が発注する除染等工事の施工に関す

る共通的な仕様等を示し、工事請負契約書（以下「契約書」という。）及び設計図書の内容について、統一的

な解釈及び運用を図るとともに、その他必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図るためのも

のである。  

(2) 受注者は、共通仕様書の適用にあたっては、契約書に従った監督・検査体制のもとで、建設業法（昭和２

４年法律第１００号）第１８条に定める建設工事の請負契約の原則に基づく施工管理体制を遵守しなければ

ならない。なお、発注者が行う監督、検査（完成検査及び既済部分検査）は、予算決算及び会計令（昭和２２

年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第１０１条の３及び４に基づくものである。  

(3) 契約図書は相互に補完し合うものとし、契約書及び設計図書のいずれかによって定められている事項は、

契約の履行を拘束するものとする。  

(4) 設計図書間に相違がある場合の優先順位は、次の①から⑤の順番とし、これにより難い場合は、監督職

員と協議する。  

① 質問回答書 

② 現場説明書  

③ 特記仕様書  

④ 図面  

⑤ 共通仕様書  

(5) 受注者は、信義に従って誠実に工事を履行し、監督職員の指示がない限り工事を継続しなければならな

い。ただし、契約書第２６条に定める臨機の措置を行う場合は、この限りではない。  

 

1-1-2 用語の定義 

(1) 用語は、次の定義に定めるもののほか、平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に

伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平

成２３年法律第１１０号。以下「放射性物質汚染対処特措法」という。）の定めるところによる。 

(2) 「監督職員等」とは、監督職員及び委託監督員を総称していう。 

(3) 「監督職員」とは、会計法（昭和２２年法律第３５号）等の定めにより工事契約の適正な履行を確保するため

に契約担当官等から監督を命ぜられた職員で、契約書に規定する監督職員をいう。 

(4) 「委託監督員」とは、会計法等の定めにより契約担当官等が特に専門的な知識又は技能を必要とすること

その他の理由により、国の職員以外の者に委託した監督員をいう。 

(5) 「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。  
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(6) 「設計図書」とは、共通仕様書、特記仕様書、図面、現場説明書及び質問回答書をいう。  

(7) 「共通仕様書」とは、作業の順序、使用材料の品質、数量、仕上げの程度、施工方法等工事を施工するう

えで必要な技術的要求、工事内容を説明したもののうち、あらかじめ定型的な内容を盛り込み作成したもの

をいう。 

(8) 「特記仕様書」とは、共通仕様書を補足し、工事の施工に関する明細又は工事に固有の技術的要求を定

める図書をいう。  

(9) 「図面」とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更又は追加された設計図等をいう。  

(10) 「現場説明書」とは、工事の入札に参加する者に対して、発注者が当該工事の契約条件等を説明した書

類をいう。  

(11) 「質問回答書」とは、共通仕様書、特記仕様書、図面、現場説明書に関して、質問受付時に入札参加者か

ら所定の手続きを経て寄せられた質問書に対して発注者が回答する書面をいう。  

(12) 「工事」とは、除染等工事及び仮設工事又はそれらの一部をいう。  

(13) 「除染等工事」とは、現場の平均空間線量率が 0.23μSv/h を超える地域における次の各号に掲げる行為

をいう。 

① 放射性物質汚染対処特措法第２条第３項に規定する土壌等の除染等の措置に係る作業 

② 放射性物質汚染対処特措法第２条第４項に規定する除去土壌の収集、運搬、保管及び処分に係る

作業 

③ 土壌等の除染等の措置により発生した廃棄物の処理（廃棄物の収集、運搬、保管、中間処理、埋立

処分を含む。以下同じ。）に係る工事又は作業 

(14) 「仮設工事」とは、除染等工事の施工及び完了に必要とされる各種の仮工事をいう。  

(15) 「現場」とは、工事を施工する場所及び工事の施工に必要な場所並びに設計図書で指定された場所をい

う。  

(16) 「工期」とは、契約図書に明示された工事を実施するために要する準備及び後片付け期間を含めた始期

日から終期日までの期間をいう。  

(17) 「工事開始日」とは、工期の始期日をいう。  

(18) 「工事着手日」とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事（現場事務所等の建設又は測量を

開始することをいう。）の初日をいう。  

(19) 「指示」とは、監督職員が受注者に対し、工事の施工上必要な事項について、書面によって示すことをい

う。  

(20) 「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者又は監督職員と受注者が対等の立場で

合議し、結論を得て書面に残すことをいう。  

(21) 「確認」とは、契約図書に示された事項について、臨場又は関係資料により、その内容について契約図書

との適合を確かめることをいう。 

(22) 「承諾」とは、受注者が発注者又は監督職員に対し書面で申し出た事項について、発注者又は監督職員

が書面により同意することをいう。  

(23) 「報告」とは、受注者が監督職員に対し、工事の状況又は結果について、書面により知らせることをいう。  

(24) 「提出」とは、受注者が監督職員に対し、工事に関する書面又はその他の資料を提示して説明し、差し出

すことをいう。  
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(25) 「書面」とは、手書き又は印刷物等による伝達物をいい、発行年月日を記載し、署名又は捺印したものを有

効とする。ただし、緊急を要する場合は、ファクシミリ又は電子媒体により伝達できるものとするが、後日有効

な書面と差し換えるものとする。  

(26) 「立会」とは、契約図書に示された項目において、監督職員が臨場し、その内容を確認することをいう。  

(27) 「書類等審査」とは、契約図書に示された事項について、臨場又は関係資料等により、その内容について

契約図書との整合を確認することをいう。  

(28) 「工事検査」とは、検査職員が契約書第３１条に基づいて、工事完了の確認を行うことをいう。  

(29) 「検査職員」とは、契約書第３１条第２項の規定に基づき、工事検査を行うために発注者が定めた者をい

う。  

(30) 「同等以上の品質」とは、品質について、設計図書で指定する品質又は設計図書に指定がない場合には

監督職員の承諾した品質をいう。  

(31) 「ＳＩ」とは、国際単位系をいう。  

(32) 「ＪＩＳ規格」とは、日本工業規格をいう。また、設計図書のＪＩＳ製品記号は、ＪＩＳの国際単位系への移行（以

下「新ＪＩＳ」という。）に伴い、すべて新ＪＩＳの製品記号としているが、旧ＪＩＳに対応した材料を使用する場合は、

旧ＪＩＳ製品記号に読み替えて使用できるものとする。 

(33) 「除染等作業員」とは、工事に従事する東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を

除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則（平成 23 年厚生労働省令第 152 号。以下「除染電

離則」という。）に定める除染等業務従事者及び特定線量下業務従事者（受注者、下受注者又はその代理

人若しくはその使用人その他これに準ずる者を含む。以下同じ。）をいう。 

 

1-1-3 除染特別地域における作業 

(1) 除染特別地域（放射性物質汚染対処特措法第２５条第１項に基づき定められた地域をいう。以下同じ。）に

おいては、水道、電気、ガスなどのインフラが利用不可能な場合もあることから、作業の実施に際しては、必

要な設備の準備を行うこと。 

(2) 除染特別地域においては、救急車、消防車その他緊急車両等の立入が制限されるため、事故や火災等の

防止に努めるほか、緊急の事態に対応できるよう、必要な準備を行うこと。 

 

1-1-4 放射線管理責任者、作業指揮者等 

(1) 受注者は、第３項に規定する作業指揮者を指揮して次の各号に掲げる職務を遂行するため、除染等作業

員の放射線管理を指揮監督する者（以下「放射線管理責任者」という。）を定め、設置しなければならない。 

① 除染等作業員に対して、除染電離則第 19 条に基づく特別教育を行うこと 

② 除染等作業員に対して、作業に応じた保護衣、保護具等の着用を徹底させること 

③ 除染等作業員に対して、電離放射線の管理に必要な機械、器具等の正しい使用を徹底させること 

④ 電離放射線の管理に必要な機械、器具等を事前に点検し、必要な機能及び数量を確保すること 

⑤ 保護衣、保護具等の点検を事前に行い、必要な機能及び数量を確保すること 

⑥ 現場への関係者以外の立ち入りを排除すること 

⑦ 放射線測定器の使用状況を監視すること 

⑧ 作業工程及び作業内容並びに作業場所の平均空間線量率等の作業環境を把握し、作業前における
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作業手順に関する打ち合わせにおいて現場代理人等を補佐すること 

⑨ 1-1-22 に定める除染等作業員名簿、放射線管理手帳を適切に管理すること 

⑩ 除染等作業員の被ばく線量の測定結果を管理すること 

 (2) 受注者は、次の各号に掲げるすべての要件を満たす者から放射線管理責任者を選任しなければならな

い。 

① 第１種放射線取扱主任者免状若しくは第２種放射線取扱主任者免状を有する者又は次に掲げる専門

教育機関等の講習を受けた者 

イ 独立行政法人日本原子力研究開発機構が行う放射線防護基礎コース（旧：放射線防護基礎過程）、

放射線安全管理コース（旧：ラジオアイソトープコース）、旧放射線管理コース、旧ＲＩ・放射線初級

コース、旧 RI・放射線上級コース 

ロ 独立行政法人放射線医学総合研究所が行う放射線防護課程、放射線影響・防護応用課程、放射

線影響・防護基礎課程、旧ライフサイエンス課程 

ハ 日本原子力発電株式会社が行う原子力発電所の放射線管理員養成コース 

ニ 財団法人放射線計測協会が行う放射線管理入門講座、放射線管理・計測講座 

ホ 原子力企業協議会が行う放射線管理員養成講習 

ト 厚生労働省委託「原発事故からの復旧・復興従事者の適切な放射線管理指導事業」における「管

理者教育」 

② 放射線管理の実務経験が１年以上の者 

 (3) 受注者は、次の各号に掲げる職務を遂行するため、作業単位（以下「作業班」という。）ごとに、当該作業班

に係る作業を指揮する者（以下「作業指揮者」という。）を定め、設置しなければならない。 

① 除染電離則第９条及び除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン（平成

23 年厚生労働省基発 1222 第 6 号。以下「除染電離則ガイドライン」という。）第４の３に掲げる事項 

② （１）②～⑧に規定する事項 

③ その他現場における安全衛生に関する管理に関すること 

(4) 受注者は、作業指揮者を、自ら又は環境省における「工事」に係る一般競争参加資格の認定（等級は問わ

ない）若しくは環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「調査・研究」の認定（等級は問

わない）を受けている下受注者から選出しなければならない。 

(5) 受注者は、第１項又は第３項に規定する者を定めたとき又は変更したときは、氏名その他必要な事項を、監

督職員に対し、書面により通知しなければならない。 

 

1-1-5 設計図書の照査等  

(1) 受注者は、施工前及び施工途中において、契約書第１８条第１項第１号から第５号までに係る設計図書の

照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事実が確認できる資料を書面により提出し、確認

を求めなければならない。なお、確認できる資料とは、現場地形図、設計図との対比図、取合図、施工図等

を含むものとする。また、受注者は、監督職員からさらに詳細な説明又は書面の追加の要求があった場合は

従わなければならない。  

(2) 受注者は、契約の目的のために必要とする場合以外は、契約図書を監督職員の承諾なくして第三者に使

用させ又は伝達してはならない。  
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1-1-6 請負代金内訳書  

(1) 受注者は、契約書第３条に規定する請負代金内訳書を所定の様式に基づき作成し、発注者に提出しなけ

ればならない。  

(2) 監督職員は、請負代金内訳書の内容に関し、受注者の同意を得て、説明を受けることができるものとする。

ただし、内容に関する協議等は行わないものとする。 

 

1-1-7 工程表 

受注者は、契約書第３条に規定する工程表を所定の様式に基づき作成し、監督職員に提出しなければなら

ない。 

 

1-1-8 施工計画書  

(1) 受注者は、工事着手前に、工事を完成するために必要な手順や工法等について記載した全体施工計画

書を作成し、監督職員に提出しなければならない。全体施工計画書には、次に掲げる事項を記載することと

する。 

① 工事概要 

② 全体工程表  

③ 現場組織表 

④ 施工方法（試験施工方法及び評価方法を含む。） 

⑤ 施工管理計画 

⑥ 安全管理（放射線防護に関する事項、汚染拡大防止方法を含む。） 

⑦ 緊急時の体制及び対応  

⑧ その他  

(2) 受注者は、設計図書に示す工区ごとに、当該工区の工事着手前に、工程表、現場組織表、施工方法、施

工管理計画、安全管理、緊急時の体制及び対応等を具体的に定めた工区毎施工計画書を作成し、監督職

員に提出しなければならない。 

(3) 受注者は、全体施工計画書及び工区毎施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。 

(4) 受注者は、全体施工計画書及び工区毎施工計画書の内容に変更が生じた場合には、その都度、当該工

事に着手する前に、変更に関する事項について変更施行計画書を監督職員に提出しなければならない。  

(5) 受注者は、監督職員が指示した事項については、さらに詳細な施工計画書を提出しなければならない。  

 

1-1-9 工事実績情報の登録 

受注者は、工事実績情報を工事実績情報サービス（CORINS）に登録しようとするときは、登録内容について、

あらかじめ監督職員の確認を受けたのちに、次に示す期間内に登録の手続きを行うとともに、登録されたことを

証明する資料を監督職員に提出しなければならない。 なお、変更時と工事完了時の間が 10 日間に満たない

場合は、変更時の提出を省略できるものとする。 

① 工事受注時 契約締結後 10 日以内（ただし、土、日曜及び祝日等は除く。）  

② 登録内容の変更時 変更契約締結後 10 日以内（ただし、土、日曜及び祝日等は除く。）  
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③ 工事完了時 工事完了後 10 日以内（ただし、土、日曜及び祝日等は除く。）  

 

1-1-10 監督職員  

(1) 当該工事における監督職員の権限は、契約書第９条第２項に規定した事項である。  

(2) 監督職員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合に監督職員

が受注者に対し口頭による指示等を行った場合には、受注者はその指示等に従うものとし、後日書面により

監督職員と受注者の両者が指示内容等を確認するものとする。  

 

1-1-11 委託監督員  

受注者は、発注者より委託監督員の配置が通知された場合には、次の各号によらなければならない。  

①  委託監督員が監督職員に代わり現場で立会等の臨場をする場合には、その業務に協力しなければなら

ない。また、書類（計画書、報告書、データ、図面等）の提出に関し説明を求められた場合は、これに応じ

なければならない。ただし、委託監督員は、契約書第９条に規定する監督職員ではなく、指示、承諾、協

議及び確認の適否等を行う権限は有しない。  

②  監督職員から受注者に対する指示又は通知等を委託監督員を通じて行った場合は、監督職員から直

接指示又は通知等があったものと同等とする。  

③  監督職員の指示により受注者が監督職員に対して行う報告又は通知は、委託監督員を通じて行うことが

できるものとする。  

 

1-1-12 工事用地等の使用  

(1) 受注者は、発注者から工事用地等の提供を受けた場合は、善良なる管理者の注意をもって維持・管理す

るものとする。  

(2) 設計図書において受注者が確保するものとされる用地及び工事の施工上受注者が必要とする用地につ

いては、自ら準備し、確保するものとする。なお、工事の施工上受注者が必要とする用地とは、営繕用地（受

注者の現場事務所、宿舎）及びスクリーニング等のためにもっぱら受注者が使用する用地をいう。  

(3) 受注者は、工事の施工上必要な土地等を第三者から借用又は買収したときは、その土地等の所有者との

間の契約を遵守し、その土地等の使用による苦情又は紛争が生じないように努めなければならない。  

(4) 受注者は、第１項に規定した工事用地等の使用終了後は、設計図書の定め又は監督職員の指示に従い

復旧の上、速やかに発注者に返還しなければならない。なお、工事の途中において発注者が返還を要求し

たときも同様とする。  

(5) 発注者は、第１項に規定した工事用地等について受注者が復旧の義務を履行しないときは、受注者の費

用負担において自ら復旧することができるものとし、その費用は受注者に支払うべき請負代金額から控除す

るものとする。この場合において、受注者は、復旧に要した費用に関して発注者に異議を申し立てることがで

きない。  

(6) 受注者は、提供を受けた用地を、工事用仮設物等の用地以外の目的に使用してはならない。 

 

1-1-13 工事の着手  

受注者は、設計図書に定めのある場合を除き、特別の事情がない限り、契約書に定める工事始期日以降３０
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日以内に工事に着手しなければならない。  

 

1-1-14 工事の下請負 

受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。  

①  受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。  

②  下受注者が環境省の工事指名競争参加資格者である場合には、営業停止又は指名停止期間中でな

いこと。  

③  下受注者は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）の適用を受けない個人事業主でないこと。 

④  下受注者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。 

 

1-1-15 施工体制台帳  

(1) 受注者は、工事を施工するために締結した下請契約の請負代金額（当該下請契約が２以上あるときは、そ

れらの請負代金の総額）が３０００万円以上になるときは、施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、

その写し及び下請契約の契約書（再下請けをしている場合はその契約書及び再下請け通知書を含む）の写

しを監督職員に提出しなければならない。  

(2) 受注者は、前項に示す発注者の定めに従って、各下受注者の施工の分担関係を表示した施工体系図を

作成し、工事現場の見やすい場所に掲げるとともに、その写しを監督職員に提出しなければならない。  

 

1-1-16 受注者相互の協力  

受注者は、隣接工事又は関連工事（復旧関連工事を含む。）、本工事と関連のある調査業務等の請負業者

と相互に協力し、施工しなければならない。 

 

1-1-17  調査・試験に対する協力 

(1) 受注者は、発注者が自ら又は発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、監督職員の指示に

よりこれに協力しなければならない。この場合、発注者は、具体的な内容等を事前に受注者に通知するもの

とする。 

(2) 受注者は、当該工事が発注者の実施する労務費調査の対象工事となった場合には、次の各号に掲げる協

力をしなければならない。また、工期経過後においても同様とする。 

① 調査票等に必要事項を記入し、及び提出すること 

② 発注者が調査票等を提出した事業所を事後に訪問して行う調査・指導の対象になった場合において、

その実施に関すること 

③ 正確な調査票等の提出が行えるよう、労働基準法等に従い、就業規則を作成すると共に、賃金台帳を

調製・保存する等、日頃より使用している現場労働者の賃金時間管理を適切に行うこと 

④ 対象工事の一部について下請契約を締結する場合において、当該下請負工事の受注者（当該下請負

工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が前号と同様の義務を負う旨を定めること 

(3) 受注者は、当該工事が発注者の実施する諸経費動向調査の対象工事となった場合には、調査等の必要な

協力をしなければならない。また、工期経過後においても同様とする。 

(4) 受注者は、当該工事が発注者の実施する施工合理化調査の対象工事となった場合には、調査等の必要な
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協力をしなければならない。また、工期経過後においても同様とする。 

(5) 受注者は、当該工事が予決令第８５条の基準に基づく価格を下回る価格で落札した場合の措置として低入

札価格調査制度の調査対象工事となった場合は、次に掲げる措置をとらなければならない。 

① 受注者は、監督職員の求めに応じて、施工体制台帳その他発注者が指示する書類を提出しなければ

ならない。また、書類の提出に際して、その内容のヒアリングを求められたときは、受注者はこれに応じな

ければならない。 

② 受注者は、間接工事費等諸経費動向調査票の作成を行い、工事完了後、速やかに監督職員に提出し

なければならない。なお、調査票等については、別途監督職員が指示する。 

③ 受注者は、間接工事費等諸経費動向調査票の内容について、監督職員が説明を求めた場合には、こ

れに応じなければならない。なお、監督職員からその内容の説明を下受注者へも行う場合があるので、

受注者は了知するとともに、下受注者に対し周知しなければならない。 

(6) 受注者は、工事現場において独自の調査・試験等を行う場合、具体的な内容を事前に監督職員に説明し、

承諾を得なければならない。また、受注者は、調査・試験等の成果を発表する場合、事前に発注者に説明し、

承諾を得なければならない。 

  

1-1-18 工事の一時中止 

(1) 発注者は、契約書第２０条の規定に基づき、次の各号に該当する場合においては、受注者に対してあら

かじめ通知した上で、必要とする期間、工事の全部又は一部の施工について一時中止を命じることができ

る。  

① 工事着手後に、特定猛禽類の生息、貴重植物の生育等環境問題等の発生により、工事の続行が不適

当又は不可能となった場合  

② 埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続行が不適当又は不可能

となった場合  

③ 関連する他の工事等の進捗が遅れたため、工事の続行が不適当と認めた場合  

④ 第三者、受注者、除染等作業員及び監督職員の安全等のため必要があると認める場合  

(2) 発注者は、受注者が契約図書に違反し又は監督職員の指示に従わない場合等監督職員が必要と認めた

場合には、工事の中止内容を受注者に通知し、工事の全部又は一部の施工について、一時中止を命ずるこ

とができる。  

(3) 前２項の場合において、受注者は施工を一時中止する場合は、工事現場を直接に保全しなければならな

い。  

 

1-1-19 工期変更  

(1) 契約書第１５条第７項、第１７条第１項、第１８条第５項、第１９条、第２０条第３項、第２１条第２項又は第４３

条第２項の規定に基づく工期の変更について、契約書第２３条の工期変更協議の対象であるか否かを監督

職員と受注者との間で確認する（本条において以下「事前協議」という。）ものとし、監督職員はその結果を受

注者に通知するものとする。  

(2) 受注者は、契約書第１８条第５項又は第１９条に基づき設計図書の変更又は訂正が行われた場合、第１項

に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数の算
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出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第２３条第２項に定める協議開始の日までに、

工期変更の協議書を監督職員に提出しなければならない。  

(3) 受注者は、契約書第２０条に基づく工事の全部又は一部の施工が一時中止となった場合、第１項に示す

事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、

変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第２３条第２項に定める協議開始の日までに、工期変更

の協議書を監督職員に提出するものとする。  

(4) 受注者は、契約書第２１条第１項に基づき工期の延長を求める場合、第１項に示す事前協議において工

期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程表その他

必要な資料を添付の上、契約書第２３条第２項に定める協議開始の日までに、工期変更の協議書を監督職

員に提出するものとする。  

 

1-1-20 設計変更審査会  

(1) 発注者は、契約書第１８条第５項又は第１９条に基づく設計図書の変更又は訂正のうち特に重要なもの又

は契約書第２０条の規定に基づく工事の中止（以下「工事の中止等」という。）を行う必要があると認めるときは、

発注者及び受注者を構成員とする設計変更審査会を開催し、当該工事の中止等に関する必要な事項につ

いて協議及び審査を行うものとする。 

(2) 受注者は、監督職員に対し、設計変更審査会の開催を発議することができる。  

 

1-1-21 支給材料及び貸与品 

(1) 受注者は、発注者から支給材料及び貸与品の提供を受けた場合は、善良な管理者の注意をもって管理

しなければならない。  

(2) 受注者は、支給材料及び貸与品について、その受払状況を記録した帳簿を備え付け、常にその残高を明

らかにしておかなければならない。  

(3) 受注者は、工事完了時（完了前にあっても工事工程上、支給品の精算が行えるものについては、その時

点。）には、支給品精算書を監督職員に提出しなければならない。  

(4) 受注者は、支給材料及び貸与品の支給を受ける場合は、品名、数量、品質、規格又は性能を記した要求

書を、その使用予定日の１４日前までに監督職員に提出しなければならない。  

(5) 契約書第１５条第１項に規定する「引渡場所」については、設計図書又は監督職員の指示によるものとす

る。  

(6) 受注者は、契約書第１５条第９項に定める不用となった支給材料又は貸与品の返還については、監督職

員の指示に従うものとする。なお、受注者は、返還が完了するまで材料の損失に対する責任を免れることは

できないものとする。  

 

1-1-22 除染等作業員名簿・身分証明書等 

(1) 受注者は、除染等作業員について作業員名簿を作成し、当該除染等作業員が工事に従事する前に、当該

作業員名簿に職種、氏名、年齢、放射線管理手帳番号等を登録しなければならない。 

(2) 受注者は、除染等作業員が工事に従事しなくなった時は、速やかに、当該除染等作業員に係る登録を解

除しなければならない。 
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(3) 受注者は、除染等作業員の登録時には、除染等作業員に対して放射線管理手帳の所持の有無を確認し

なければならない。除染等作業員が放射線管理手帳を所持していた場合は、放射線管理手帳番号を作業

員名簿に記録することとし、除染等作業員が放射線管理手帳を所持していなかった場合は、当該除染等作

業員に対し、登録の解除時までに、可能な限り、放射線管理手帳を取得させなければならない。 

(4) 受注者は、除染等作業員について、身分証明書交付願を監督職員に提出し、身分証明書の交付を受けな

ければならない。 

(5) 受注者は、除染等作業員に対し、その業務中は、前項の身分証明書を常に携帯させるようしなければなら

ない。 

(6) 受注者は、工事完成時から 10 日以内に、全ての身分証明書を監督職員に返却しなければならない。 

(7) 受注者は、身分証明書の紛失、盗難等があった場合は、速やかに監督職員に届け出ること。 

(8) 受注者は、現場代理人、主任技術者、監理技術者、放射線管理責任者、作業指揮者及び作業員等の

区分毎に、腕の見やすい所に腕章を着用させなければならない。なお腕章の仕様については監督職

員と協議の上決定するものとする。 

(9) 受注者は、現場代理人、主任技術者、監理技術者、放射線管理責任者及び作業指揮者について、工事

現場内において、名札を着用させなければならない。 

 

1-1-23 手当等の支給 

(1) 受注者は、除染特別地域内において作業する除染等作業員に対し、労賃に加え、特殊勤務手当として以

下の額（1日の作業時間が４時間に満たない場合は、手当に60/100 を乗じた額）を支給しなければならない。

ただし、本工事と同程度に特殊な勤務に就くことを前提としている者について、その労賃の一部が特殊勤務

手当に相当する額を構成していることを合理的に説明できる場合は、この限りではない。 

① 除染等業務従事者 

帰還困難区域 １日あたり１万円 

居住制限区域、避難指示解除準備区域 1 日あたり 6,600 円 

② 特定線量下業務従事者 人事院規則（東日本大震災に対処するための人事院規則 9-30(特殊勤務手

当)の特例）に定める手当額 

(2) 受注者は、除染等作業員に係る労働条件通知書（労働基準法第１５条に規定する労働条件を明示した書

面）に、特殊勤務手当に関する事項が適切に反映されるよう周知等必要な措置を講じなければならない。 

(3) 受注者は、適正な賃金及び特殊勤務手当が支給されていることを、原則3ヶ月毎に賃金台帳等で確認しな

ければならない。 

(4) 受注者は、適正な賃金及び特殊勤務手当が支給なされたことを証するため、監督職員が指定する書類に

賃金台帳等の書類を添付して、工事の完了後速やかに、監督職員に提示しなければならない。 

 

1-1-24 土地、建物等への立入り 

受注者は、土地、建物等に立ち入ることの了解を当該土地、建物等の権利者から得られていない土地、建物

等には、立ち入ってはいけない。 

 

1-1-25 工事現場発生材 



11 

 

受注者は、工事施工によって生じた現場発生材について、発生材調書及び発生材報告書を作成し、設計図

書又は監督職員の指示する場所で監督職員に引き渡さなければならない。  

 

1-1-26 監督職員による検査（確認を含む）及び立会等 

(1) 受注者は、設計図書に従って工事の施工について監督職員の立会を受ける場合は、あらかじめ別に定め

る立会願を監督職員に提出しなければならない。  

(2) 監督職員は、工事が契約図書どおり行われているかどうかの確認をするために、必要に応じ、工事現場に

立ち入り、立会し、あわせて資料等の提出を請求できるものとする。その際、受注者はこれに協力しなければ

ならない。  

(3) 受注者は、監督職員による検査（確認を含む。）及び立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並び

に写真その他資料等の整備をするものとする。 

(4) 監督職員による検査（確認を含む。）及び立会の時間は、監督職員の勤務時間内とする。ただし、やむを

得ない理由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。  

(5) 受注者は、監督職員の立会を受け、材料検査（確認を含む。）に合格した場合にあっても、契約書第１７条

及び第３１条に規定する義務を免れないものとする。  

(6) 受注者は、監督職員に完了時不可視になる施工箇所の調査ができるよう十分な機会を提供するものとす

る。  

 

1-1-27 工事完了検査 

(1) 受注者は、契約書第３１条第１項の規定に基づき、工事完了通知書を監督職員に提出しなければならな

い。  

(2) 受注者は、工事完了通知書を監督職員に提出する際には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなくて

はならない。  

①  設計図書（追加、変更指示を含む。）に示されるすべての工事が完了していること。  

②  契約書第１７条第１項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了していること。  

③  設計図書により義務付けられた工事記録写真、出来形管理資料、工事関係図、工事報告書及び放射

性物質汚染対処特措法第３９条第５項に定める除去土壌等の保管の台帳等の資料の整備がすべて

完了していること。  

④  契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結していること。  

(3) 発注者は、監督職員を通じて受注者に対して検査日を通知するものとする。  

(4) 検査職員は、監督職員等及び受注者の臨場の上、除染等工事の対象となる現場を対象として契約図書と

対比し、次に掲げる検査を行うものとする。 

①  工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。  

②  工事の管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。  

(5) 検査職員は、除染等の措置又は修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定めて除

染等の措置又は修補の指示を行う。  

(6) 工事完了検査については、1-1-26 (監督職員による検査（確認を含む。）及び立会等)の規定を準用す

る。  
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1-1-28 既済部分検査等 

(1)  受注者は、契約書第３７条第２項の部分払の確認の請求を行った場合又は契約書第３８条第１項の工事

の完成の通知を行った場合、既済部分に係る検査を受けなければならない。 

(2)  受注者は、契約書第３７条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に、工事出来高

報告書及び工事出来形内訳書を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

(3)  検査職員は、監督職員等及び受注者の臨場の上、工事出来高報告書及び工事出来形内訳書と対比し、

次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

① 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

② 工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

(4)  受注者は、検査職員の指示による除染等の措置又は修補については、前条の第５項の規定に従うものと

する。 

(5)  受注者は、当該既済部分検査については、1-1-26 (監督職員による検査（確認を含む。）及び立会等) の

規定を準用する。 

(6)  発注者は、監督職員を通じて受注者に対して検査日を通知するものとする。 

 

1-1-29 技術検査 

(1) 受注者は、会計法第２９条の１１第２項の検査を実施するときに、完成技術検査、既済部分技術検査を受

けなければならない。 

(2) 検査職員は、監督職員等及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として工事出来高報告書と対比し、

次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

① 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

② 工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

(3) 受注者は、当該技術検査については、1-1-26(監督職員による検査（確認を含む。）及び立会等)の規定を

準用する。 

 

1-1-30 施工管理 

(1) 受注者は、施工計画書に示される作業手順に従って施工し、施工管理を行わなければならない。  

(2) 受注者は、除染等の措置等の結果について適正に管理し、監督職員が指示した場合にはその結果を監

督職員に報告しなければならない。 

(3) 受注者は、契約図書に適合するよう工事を施工するために、施工管理体制を確立しなければならない。  

(4) 受注者は、除染等工事施工管理基準により施工管理を行い、その記録及び関係書類を作成及び保管し、

監督職員の請求があった場合は速やかに提示するとともに、検査時に提出しなければならない。 

(5) 受注者は、工事に使用した資材の品質記録を、発注者の指定する様式に基づいて作成し、監督職員に

提出しなければならない。  

 

1-1-31 履行報告 

受注者は、契約書第１１条の規定に基づき、第５章報告に従い工事の履行状況を監督職員に提出しなけれ
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ばならない。  

 

1-1-32 除染等作業員の管理 

(1) 受注者は、除染等作業員の雇用条件、賃金及び手当の支払状況、宿舎環境等を十分に把握し、適正な

労働条件を確保しなければならない。  

(2) 受注者は、除染等作業員に対し、適時、安全対策、放射線防護対策、衛生管理及び避難指示区域の特

性を踏まえた対応（単独行動の禁止、防犯体制、事故・事件・渋滞への対応等）の指導及び教育を行うとと

もに、工事が適正に遂行されるように管理しなければならない。  

1-1-33 工事中の安全確保 

(1) 受注者は、監督職員の指示に従い、つねに工事の安全に留意して現場管理を行い、災害の防止を図ら

なければならない。  

(2) 受注者は、工事施工中、監督職員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の支障となるような行

為又は公衆に支障を及ぼすような施工をしてはならない。  

(3) 受注者は、工事に使用する資機材の選定、使用等について、設計図書により資機材が指定されている場

合には、これに適合した資機材を使用しなければならない。ただし、より条件に合った資機材がある場合には、

監督職員の承諾を得て、それを使用することができる。  

(4) 受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を及ぼさないよう必要な措

置を施さなければならない。  

(5) 受注者は、豪雨、出水、土石流、その他天災に対しては、天気予報などに注意を払い、常に災害を最小

限に食い止めるための防災体制を確立しておかなくてはならない。  

(6) 受注者は、現場に工事関係者以外の者の立入を禁止する場合は、板囲、ロープ等により囲うとともに、立

入禁止の標示をしなければならない。  

(7) 受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を行い、安全を確

保しなければならない。  

(8) 受注者は、現場事務所、作業宿舎、休憩所又は作業環境等の改善を行い、快適な職場を形成するものと

する。 

(9) 受注者は、工事着手後、除染等作業員全員の参加により、月当たり半日以上の時間を割当て、次の各号

の中から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければならない。なお、施

工計画書に当該工事の内容に応じた安全・訓練等の具体的な計画を作成し、監督職員に提出するとともに、

その実施状況については、ビデオ等又は工事報告等に記録した資料を整備・保管し、監督職員の請求があ

った場合は速やかに提示するとともに、検査時に提出しなければならない。  

① 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育  

② 当該工事内容等の周知徹底  

③ 当該工事における災害対策訓練  

④ 当該工事現場で予想される事故対策  

⑤ その他、安全・訓練等として必要な事項 

(10) 受注者は、所轄警察署、所轄消防署、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、

工事中の安全を確保しなければならない。  
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(11) 受注者は、工事現場が隣接し又は同一場所において別途工事がある場合は、請負業者間の安全施工に

関する緊密な情報交換を行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等の連絡調整を行うため、関係

者による工事関係者連絡会議を組織するものとする。  

(12) 監督職員が、労働安全衛生法第３０条第１項に規定する措置を講じる者として、同条第２項の規定に基づ

き受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うものとする。  

(13) 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法等関連法令に基づく措置

をつねに講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等については、関係法令に基づいて適切な

措置を講じておかなければならない。  

(14) 受注者は、施工計画の立案にあたっては、既往の気象記録を勘案し、施工方法及び施工時期を決定しな

ければならない。 

(15) 災害発生時においては、第三者及び除染等作業員等の人命の安全確保をすべてに優先させるものとし、

応急処置を講じるとともに、直ちに監督職員及び関係機関に通知しなければならない。 

 

1-1-34 電離放射線に対する安全対策 

(1) 受注者は、除染電離則及び除染電離則ガイドラインに従って、必要十分な保護衣、保護具等を使用するこ

ととし、過度な保護衣、保護具等の使用により廃棄物の発生量の増大を招かないようにすること。 

(2)  受注者は、除染等作業員の電離放射線に対する安全対策について、除染電離則及び除染電離則ガイド

ラインに基づき、適切な措置を講じなければならない。 

(3) 受注者は、除染等作業員が受ける外部被ばくによる線量について、除染電離則に定められた方法により、

測定及びその結果の確認、記録等をしなければならない。ただし、除染等作業員が、１日における外部被ば

くによる線量が 1cm 線量当量率について１mSv を下回る現場でのみ作業を行う場合は、作業指揮者は、代

表して、除染電離則第５条第１項の規定による外部被ばくによる線量の測定の結果を毎日確認しなければ

ならない。 

(4) 受注者は、除染等作業員が受ける内部被ばくによる線量について、除染電離則第５条第２項各号及び第３

項に定める場合及び除染等作業員の作業員名簿への登録時並びに解除時に測定又は検査及びその結果

の確認、記録等をしなければならない。なお、当該検査により得られた記録の預託実効線量が１mSv 未満の

場合は、定量下限値以下である旨を記録すること。 

(5) 受注者は、前項の線量測定を行う場合には、発注者が指定するホールボディカウンタを、無償で利用する

ことができる。その場合には、監督職員等に対し、利用する除染等作業員の氏名等必要な情報を、十分な

時間的猶予をもって通知しなければならない。なお、除染電離則第５条第２項各号及び第３項に定める場合

による内部被ばくによる線量の測定を行うとき、ホールボディカウンタが設置されている場所（福島県南相馬

市又は楢葉町）までの交通費等は受注者の負担とする。 

(6) 受注者は、受注者が行う他の除染等工事（居住制限区域又は避難指示解除準備区域におけるものに限る。

以下この項及び次項において同じ。）に現に従事している除染等作業員が本工事に従事する場合又は本

工事に現に従事している除染等作業員が受注者が行う他の除染等工事に従事する場合であって、あらかじ

め監督職員に届出を行った場合には、当該除染等作業員について、第 3 項に定める作業員名簿の登録時

又は解除時（当該登録又は解除時が前回の測定から１年を越えない場合に限る。）の内部被ばくによる線量

について、測定又は検査及びその結果の確認、記録等は行わなくてもよい。 
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(7) 前項の場合において、受注者は、両方の除染等工事の作業員名簿を一体的に管理しなければならない。 

(8) 受注者は、除染等作業員が線量計を紛失した場合その他外部被ばくによる線量の記録ができなかった場

合には、当該除染等作業員が属する作業班の作業指揮者の線量の測定結果を参考値として記録するととも

に、速やかに、次回記録時以降に記録が可能となるよう線量計の調達等必要な措置を行うこと。 

(9) 受注者は、除染電離則に基づき除染等作業員の線量を算定した場合において、男性の除染等作業員又

は妊娠する可能性がないと診断された女性の除染等作業員の実効線量が 1 年間につき 20mSv を超えた場

合には、その原因及び今後の見通しについて、監督職員に報告すること。 

(10)受注者は、「除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン（平成 25 年 12 月 26 

日付け基発1226 第 21 号）第 8 2 (3)の規定に基づく「除染等業務従事者等被ばく線量登録管理制度」につい

て、①放射線管理手帳の統一的運用、②線量の登録、経歴照会等の実施、③線量記録及び検診結果の引き

渡しの全てに参加すること。 

 

1-1-35 後片付け 

受注者は、工事の全部又は一部の完了に際して、一切の受注者の機器、余剰資材、残骸及び各種の仮設

物を片付けかつ撤去し、現場及び工事に係る部分を清掃し、整然とした状態にするものとする。ただし、設計図

書において存置するとしたものを除く。また、工事検査に必要な足場、はしご等は、監督職員の指示に従って存

置し、検査終了後撤去するものとする。  

 

1-1-36 事故報告書 

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に通報するとともに、監督職員が指

示する様式で、指示する期日までに事故発生報告書を提出しなければならない。  

 

1-1-37 環境対策 

(1)  受注者は、工事に伴う騒音振動等の対策について、関係法令並びに仕様書の規定を遵守の上、騒音、振

動、大気汚染、水質汚濁等の問題については、施工計画及び工事の実施の各段階において十分に検討し、

周辺地域の環境保全に努めなければならない。 

(2)  受注者は環境への影響が予知され又は発生した場合は、直ちに監督職員に報告し、監督職員の指示が

あればそれに従わなければならない。 

 

1-1-38 周辺住民との調整 

(1) 受注者は、作業の実施にあたり、周辺住民との間に紛争が生じないように努めなければならない。 

(2) 受注者は、地元関係者等から作業の実施に関して苦情があった場合において、受注者が対応すべき場合

は、誠意をもってその解決に当たらなければならない。 

(3) 受注者は、作業の実施上必要な地方公共団体、周辺住民等との交渉を、自らの責任において行うものとす

る。この場合において、受注者は、交渉に先立ち監督職員に事前報告の上、誠意をもって対応しなければ

ならない。 

(4) 受注者は、前項の交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書等により明確にしておくとともに、状況を随

時監督職員に報告し、指示があればそれに従うものとする。 
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1-1-39 文化財の保護 

受注者は、工事の施工にあたって、文化財の保護に十分注意しなければならない。 

 

1-1-40 交通安全管理 

(1) 受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用するときは、積載物の落下等により、路面を損

傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害を与えないようにし

なければならない。なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第２８条によって処置す

るものとする。  

(2) 受注者は、工事用車両による土砂、工事用資材及び機械などの輸送を伴う工事については、関係機関と

打合せを行い、交通安全に関する担当者、輸送経路、輸送期間、輸送方法、輸送担当業者、交通誘導員の

配置、標識安全施設等の設置場所、その他安全輸送上の事項について計画をたて、災害の防止を図らなけ

ればならない。  

(3) 受注者は、供用中の道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督職員、道路管理者

及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（昭和３５年総理府・

建設省令第３号）等に基づき、安全対策を講じなければならない。  

(4) 受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の定めに従い、工事

用道路の維持管理及び補修を行うものとする。  

(5) 受注者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用方法等の計画

書を監督職員に提出しなければならない。この場合において、受注者は、関係機関に所要の手続をとるもの

とし、発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置その他の必要な措置を行わなければならない。  

(6) 発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、受注者の責任において使用するものとする。  

(7) 受注者は、特記仕様書に他の受注者と工事用道路を共用する定めがある場合においては、その定めに

従うとともに、関連する受注者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明らかにして使用するものとする。  

(8) 公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料又は設備を保管してはならない。また、

受注者は、毎日の作業終了時及び何らかの理由により除染作業を中断するときには、交通管理者協議で許

可された常設作業帯内を除き、一般の交通に使用される路面からすべての設備その他の障害物を撤去しな

くてはならない。  

(9) 工事の性質上、受注者が水上輸送によることを必要とする場合には、本条の「道路」は、水門又は水路に

関するその他の構造物と読み替え「車両」は船舶と読み替えるものとする。  

(10) 受注者は、機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（昭和３６年政令第２６５号）第３条における一般的

制限値を超える車両を通行させるときは、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４７条の２に基づく通行許可を

得ていることを確認しなければならない。  

 

1-1-41 諸法令の遵守 

(1) 受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法令の適用運用は

受注者の責任において行わなければならない。  

(2) 受注者は、諸法令を遵守し、これに違反した場合発生するであろう責務が、発注者に及ばないようにしな
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ければならない。  

(3)  受注者は、当該工事の計画、図面、仕様書及び契約そのものが第１項の諸法令に照らし不適当であるこ

と又は矛盾していることが判明した場合には、直ちに監督職員に通知し、その確認を請求しなければならな

い。  

 

1-1-42 官公庁等への手続等 

(1) 受注者は、工事期間中、関係官公庁及びその他の関係機関との連絡を保たなければならない。  

(2) 受注者は、工事施工にあたり受注者の行うべき関係官公庁及びその他の関係機関への届出等を、法令、

条例又は設計図書の定めにより実施しなければならない。ただし、これにより難い場合は監督職員の指示を

受けなければならない。  

(3) 受注者は、前項に規定する届出等の実施にあたっては、その内容を記載した文書により、事前に監督職

員に報告しなければならない。  

(4) 受注者は、工事の施工にあたり、地域住民との間に紛争が生じないように努めなければならない。  

(5) 受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、受注者が対応すべき場合は誠意をもって

その解決にあたらなければならない。  

(6) 受注者は、地方公共団体、地域住民等と工事の施工上必要な交渉を、自らの責任において行うものとす

る。また、受注者は、交渉に先立ち、監督職員に事前報告の上、これらの交渉にあたっては誠意をもって対

応しなければならない。  

(7) 受注者は、前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で確認する等明確にしておくととも

に、状況を随時監督職員に報告し、指示があればそれに従うものとする。  

 

1-1-43 施工時期及び施工時間の変更 

(1) 受注者は、設計図書に施工時間が定められている場合でその時間を変更する必要がある場合は、あらか

じめ監督職員と協議をするものとする。  

(2) 受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、夜間に作業を行う場合は、事前に理由を付

した書面によって監督職員に提出しなければならない。  

 

1-1-44 提出書類 

(1) 契約書第９条第５項に規定する「設計図書に定めるもの」とは、請負代金額に係わる請求書、代金代理受

領承諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説明の際指定し

た書類をいう。  

 

1-1-45 不可抗力による損害 

(1) 受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書第２９条の規定の適用を

受けると思われる場合には、直ちに「天災その他の不可抗力による損害通知書」により監督職員に報告する

ものとする。  

(2) 契約書第２９条第１項に規定する「設計図書で定めた基準」とは、次の各号に掲げるものをいう。  

① 降雨に起因する場合 次のいずれかに該当する場合とする。  
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(ア) ２４時間雨量（任意の連続２４時間における雨量をいう。）が８０ｍｍ以上  

(イ) １時間雨量（任意の６０分における雨量をいう。）が２０ｍｍ以上  

② 強風に起因する場合 最大風速（１０分間の平均風速で最大のもの）が１５ｍ／秒以上あった場合  

③ 地震、津波、高潮及び豪雪に起因する場合 地震、津波、高潮及び豪雪により生じた災害にあっては、

周囲の状況により判断し、相当の範囲にわたって他の一般物件にも被害を及ぼしたと認められる場合  

(3) 契約書第２９条第２項に規定する「乙が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの」とは、契約書

第２６条に規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害の一因が施工不良等受注者の責によると

されるものをいう。  

 

1-1-46 特許権等 

受注者は、業務の遂行により発明又は考案したときは、書面により監督職員に報告するとともに、これを保全

するために必要な措置を講じなければならない。また、出願及び権利の帰属等については、発注者と協議する

ものとする。  

 

1-1-47 保険の付保及び事故の補償 

(1) 受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び中小企業退職金共済法の規定により、

雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。  

(2) 受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して、責任をもって

適正な補償をしなければならない。  

(3) 受注者は、建設業退職金共済組合に加入し、その掛金収納書の写しを工事請負契約締結後１か月以内

に、監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。ただし、特別な事情があると認められる場合にお

いて、あらかじめ書面により監督職員に申し出たときは、この限りではない。 

(4) 受注者は、工事に伴い、建物、土地等が損壊する等の損害（当該建物、土地等の権利者があらかじめ承

諾した損害及び工事に伴い当然に生ずる損害を除く。）が発生した場合に備え、次を満たす保険に加入する

こと。 

① 保険の種別  請負業者賠償責任保険 

② 被保険者  受注者及び全ての除染等作業員 

③ 保険期間  契約履行期間の初日から末日まで（ただし、履行期間を延長する場合には、 

保険期間の延長手続をしなければならない） 

④ 付保対象  本工事に伴い生じた事故により、第三者に与えた損害について、被保険者が 

法律上の賠償責任を負担することによって被る損害 

⑤ てん補限度額 被害者１名当たり１億円以上、１事故あたり１億円以上（対人対物共通） 

⑥ 免責金額  １万円 

⑦ 付帯特約  管理下財物損壊担保特約（被保険者が使用又は占有する財物（直接作業を 

加えている財物を含む。）の損壊に起因する損害賠償を補償） 

 

1-1-48 臨機の措置 

(1) 受注者は、災害防止等のため必要があると認めたときは、臨機の措置をとらなければならない。また、受注
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者は、措置をとった場合には、その内容を速やかに監督職員に報告しなければならない。  

(2) 監督職員は、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的又は人為

的事象に伴い、工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に重大な影響があると認められるとき

は、受注者に対して臨機の措置をとることを請求することができる。  

 

1-1-49  守秘義務 

(1) 受注者は、本工事の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。  

(2) 受注者は、本工事の結果（本工事の過程において得られた記録等を含む。）を他人に閲覧させ、複写させ、

又は譲渡してはならない。ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得たときはこの限りではない。 

(3) 受注者は、本工事に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報を施工計画書に記載される者

以外には秘密とし、また、本工事の遂行以外の目的に使用してはならない。 

(4) 受注者は、本工事に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報を本工事の終了後においても

他者に漏らしてはならない。 

(5) 取り扱う情報は、本工事のみに使用し、他の目的には使用しないこと。また、発注者の許可なく複製しない

こと。 

(6) 受注者は、本工事に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報について、本工事完了時に、

発注者への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。 

(7) 受注者は、本工事の遂行において貸与された情報の外部への漏洩若しくは目的外利用が認められ又その

おそれがある場合には、これを速やかに発注者に報告するものとする。 

 

1-1-50  個人情報の取り扱い 

(1) 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱い

に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第58号）及び同施行令に基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止その

他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

(2) 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

(3) 受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、そ

の利用目的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手

段で個人情報を取得しなければならない。 

(4) 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための利用目的以外

の目的のために個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

(5) 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために発注者から提

供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

(6) 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための個人情報につ

いては自ら取り扱うものとし、第三者にその取り扱いを伴う事務を再委託してはならない。 

(7) 受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やか

に発注者に報告し、適切な措置を講じなければならない。なお、発注者の指示があった場合はこれに従うも
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のとする。また、契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

(8) 受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が収集し、若しくは作

成した個人情報が記録された資料等を、この契約の終了後又は解除後速やかに発注者に返却し、又は引き

渡さなければならない。ただし、発注者が、廃棄又は消去など別の方法を指示したときは、当該指示に従うも

のとする。 

(9) 発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。また、発注者は必

要と認めるときは、受注者に対し個人情報の取り扱い状況について報告を求め、又は検査することができる。 

(10) 受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管理体制を定めな

ければならない。 

(11) 受注者は、従事者に対し、在職中及び退職後においても本契約による事務に関して知り得た個人情報の

内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必

要な事項を周知しなければならない。 

1-1-51  情報セキュリティの確保 

(1) 受注者は、業務の開始時に、当該業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方法及び管理体制について

発注者に書面で提出すること。 

(2) 受注者は、発注者から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性の格付けに応じて適切に取

り扱うための措置を講ずること。また、本工事において受注者が作成する情報については、監督職員からの

指示に応じて適切に取り扱うこと。 

(3) 受注者は、環境省情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履行が不十分と見なされると

き又は受注者において本工事に係る情報セキュリティ事故が発生したときは、必要に応じて監督職員の行う

情報セキュリティ対策に関する監査を受け入れること。 

(4) 受注者は、工事の終了時に、本工事で実施した情報セキュリティ対策を報告すること。 

 

（参考）環境省情報セキュリティポリシー  

  http://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/sec-policy/full.pdf 

http://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/sec-policy/full.pdf
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第２章 工事材料 

第１節 適 用  

(1) 工事に使用する材料は、設計図書に品質規格を特に明示した場合を除き、この共通仕様書に示す規格に

適合したもの又はこれと同等以上の品質を有するものとする。 

(2) 受注者が同等以上の品質を有するものとして海外の建設資材を用いる場合は、海外建設資材品質審査・

証明事業実施機関が発行する海外建設資材品質審査証明書（以下「海外建設資材品質審査証明書」とい

う。）を材料の品質を証明する資料とすることができる。ただし、監督職員が設計図書に関して承諾した材料

及び設計図書に明示されていない仮設材料については除くものとする。  

(3) ＪＩＳ規格が定まっている建設資材のうち、海外のＪＩＳ認定工場以外で生産された建設資材を使用する場合

は、海外建設資材品質審査証明書を提出するものとする。ただし、ＪＩＳ認定外の製品として生産・納入されて

いる建設資材については、海外建設資材品質審査証明書又は日本国内の公的機関で実施した試験結果

資料を提出するものとする。  

 

第２節 工事材料の品質及び検査（確認を含む）  

(1) 受注者は、工事に使用する材料の品質を証明する資料を受注者の責任において整備、保管し、監督職

員から請求があった場合は、直ちに提示するとともに、検査時に提出しなければならない。  

(2) 契約書第１３条第１項に規定する「中等の品質」とは、ＪＩＳ規格に適合したもの又はこれと同等以上の品質

を有するものをいう。  

(3) 受注者は、設計図書において試験を行うこととしている工事材料について、ＪＩＳ又は設計図書で指示する方

法により、試験を行わなければならない。  

(4) 受注者は、設計図書において見本又は品質を証明する資料を監督職員に提出しなければならない工事

材料については、これを提出しなければならない。  

(5) 受注者は、工事材料を使用するまでにその材質に変質が生じないよう、これを保管しなければならない。

なお、材質の変質により工事材料の使用が不適当と監督職員から指示された場合には、これを取り替えると

ともに、新たに搬入する材料については、再検査（又は確認）を受けなければならない。  

 

第３節 工事材料 

2-3-1 大型土のう袋等 

(1) 大型土のう袋等の除去土壌等及び土砂を保管する容器については、以下の性能を有すること。 

①防水性及び遮水性のいずれも必要としない場合に利用する耐候性大型土のう袋又はクロス形フレ

キシブルコンテナの場合 

・ 財団法人土木研究センターが定めている「耐候性大型土のう積層工法設計・施工マニュアル」

又は日本フレキシブルコンテナ工業会が定めている「除染ガイドラインに沿ったフレキシブル

コンテナ」のクロス形フレキシブルコンテナの仕様を満足し、材料及び袋体に要求される性能

規定を満足していることを公的試験機関で証明された製品とする。 

②内袋に遮水性を必要とする場合に利用する内袋付き耐候性大型土のう袋又は内袋付きクロス形フ

レキシブルコンテナの場合 

・ 外袋となる耐候性大型土のう袋又はクロス形フレキシブルコンテナは、①を満足する製品とす
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る。 

・ 内袋は、監督職員が別途指示する性能を有する製品とする。 

・ 仮置場への搬入・設置終了後も内袋に遮水性を必要とする場合は、監督職員が別途指示する圧

縮試験及び落下試験を満足する製品とする。 

 

③防水性及び遮水性を必要とするランニング形フレキシブルコンテナの場合 

・ 日本フレキシブルコンテナ工業会が定めている「除染ガイドラインに沿ったフレキシブルコン

テナ」のランニング形フレキシブルコンテナの仕様を満足し、材料及び袋体に要求される性能

規定を満足していることを公的試験機関で証明された製品とする。 

  

(2) 除去土壌等の種類や保管の方法等により、防水性その他特別な機能が必要な場合は、監督職員が別

途指示する性能を有するものを利用すること。 
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第３章 除 染 

 除染工法を以下のとおり定める。 

 

第１節 共通的事項 

3-1-1 試験施工 

3-1-1-1 定義 

本節では、用語は次の定義に定めるものとする。 

(1) 「除染工法」とは、共通仕様書第 3章第 2節に定める工法をいう。 

(2) 「除染手順」とは、除染手法を具体化するための手順をいう。 

(3) 「除染率」とは、除染等の措置の実施前後の放射線量の減少割合をいう。 

 

3-1-1-2 目的 

(1) 試験施工は、監督職員から指定された除染対象物・除染工法についての除染等の措置の実施にあた

って、事前に、追加的な除染等の措置を講じても放射線量の大幅な低下が認められない等最も効果

的な除染手順を決定するためものである。 

(2) 試験施工の結果、十分な放射線量の低減効果が確認されない場合は、監督職員にその旨を報告した

上で、監督職員の指示に従うこととする。 

 

3-1-1-3 実施前の準備 

(1) 事業者は、監督職員から指定された除染対象物・除染工法について、試験施工の除染手順、実施場

所、地点数、測定方法（測定機器に関する事項を含む。）、実施回数等を記載した試験施工計画書を

作成し、提出しなければならない。 

(2) 除染手順は、除染率に影響を与える要因（単位面積当たりの時間、圧力、回数、場所、噴射口と地

面との距離等）を変化させた複数のパターン設定がなされていなければならない。 

(3) 実施場所及び地点数は、監督職員から指定された除染対象物・除染工法について、除染等の措置を

講じる地域における状況を考慮してバランスよく決めなければならない。 

 

3-1-1-4 試験施工の実施及び報告 

(1) 試験施工は、原則として監督職員の立会の下、試験施工計画書に定められた方法で実施しなければ

ならない。 

(2) 試験施工においては、除染率に影響を与える要因を変化させながら除染等の措置を実施し、最も効

果的な除染手順を決定しなければならない。 

(3) 定められた除染手順により、追加的な除染等の措置を実施した場合においても除染率の大幅な低下

が認められない程度まで除染を実施し、それぞれの除染率を測定する。 

(4) 放射線量の測定は、4-1-2-1 に従って実施しなければならない。 

(5) 試験施工を実施した後は、除染手順を定めた手順書、測定機器に関する情報、試験施工の前後の放

射線量、除染率の推移等を含んだ試験施工結果報告書を、監督職員に提出すること。 
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3-1-2 施工時の留意事項 

(1) 高所作業となる場合は、仮設足場の設置や高所作業車の使用等により、適切な安全対策を行うこと。 

(2) 堆積物の取り扱いの際は、ゴム手袋等を使用して、直接手で触れないようにすること。 

(3) 除染等の措置に当たっては、まず、水による洗浄以外の方法で堆積物を可能な限り除去すること。 

(4) 水を使った除染を行うに当たっては、洗浄水が排水路などに留まり堆積することを避けるため、排

水経路をあらかじめ清掃して堆積物を除去すること。 

 

3-1-3 除去土壌等の扱い 

(1) 除去土壌等の取扱いは、除染関係ガイドライン（平成 25 年 5 月第 2 版環境省編）第３編及び第４

編並びに廃棄物ガイドライン（平成 25 年 3 月第 2版環境省編）第４部及び第６部に従うこと。 

(2) 除去土壌等は、可能な限り減容化等を行い、その発生抑制に努めなければならない。 

(3) 除去土壌等の減容化実証試験を実施した場合には、その実証試験結果を第５章報告に従い監督職員

に報告すること。 
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第２節 除染工法の説明 

１．住宅地等 

【留意事項】 

・ 除染作業による汚染の拡散を考慮し、庭木、屋根、雨樋、庭地等の順に除染を行う。 

・ 住宅等が隣接する場合は、洗浄水が周辺の住宅等に飛び散らないようシートで覆うなど養生す

る。 

 

1.1 屋根・屋上 

1.1.1 屋根（コンクリート以外） 

1.1.1.1 堆積物の除去 

 落葉、苔、泥等の堆積物を、ゴム手袋をはめた手やスコップ等で除去し、大型土のう袋に袋詰めす

る。 

 屋根の材料が破損しやすい場合は、直接屋根に乗らないようにし、高所作業車等からモップ等を用

いて堆積物の除去を行う。 

 

1.1.1.2 拭き取り 

 水等（中性洗剤、酢酸を含む。）によって湿らせたウエス等（キムタオルを含む）を用い、折りた

たんだ各面を使用して追加的な実施によっても表面汚染密度がおおむね低下しなくなる状態にな

るまで丁寧に拭き取る。 

 拭き取りでは除去が困難な苔や泥などの付着物や、目視等で確認できる汚れがひどい部分について

は、屋根の材料を傷つけないブラシ等を用いて、乾いた状態で丁寧に除去する。 

 汚染の再付着を防止するため、一拭きごとに新しい面で拭き取る。 

 拭き取りに使用したウエス等には、放射性セシウムが付着している可能性があるため、直接手で触

れないようにする。 

 再汚染を防ぐため、高い位置から低い位置の順で拭き取りを行う。 

 

1.1.1.3 ブラシ洗浄 

 デッキブラシやタワシにより追加的な実施によっても表面汚染密度がおおむね低下しなくなる状

態になるまで丁寧に洗浄する。 

 ブラッシングの前に水を 4 リットル/m2 程度かけ、ブラッシングの後も同様に水 4 リットル/m2 程

度によって洗い流す。 

 洗浄水の排水経路はあらかじめ清掃して、スムーズな排水が行えるようにして、排水は雨水桝等で

回収する。回収した排水は、現場内または近傍の排水処理施設まで運搬する。 

 再汚染を防ぐため、高い位置から低い位置の順でブラシ洗浄を行う。 

 

1.1.2 屋根（コンクリート） 

1.1.2.1 堆積物の除去 

1.1.1.1 と同様に行う。 
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1.1.2.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

1.1.2.3 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

1.2 外壁・塀 

1.2.1 土壁以外 

1.2.1.1 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。なお、ウエス等（キムタオルを含む）の代わりに、外壁・塀の材料を傷つけな

いブラシ（洗車用ブラシ、デッキブラシを含む）等を用いて、乾いた状態で丁寧に除去する。また、除

去が困難な苔や泥などの付着物や、目視等で確認できる汚れがひどい部分については、傷をつけないよ

うに注意しながら金属製ブラシ又は水等で湿らせたブラシ等を用いて、丁寧に除去する。 

 

1.2.1.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

1.2.2 土壁 

1.2.2.1 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。なお、ウエス等（キムタオルを含む）の代わりに、ブラシ等を用いて、乾いた

状態で丁寧に除去する。 

 

1.3 雨樋 

1.3.1 軒樋 

1.3.1.1 堆積物の除去 

 溜まっている落葉、苔、泥等をゴム手袋をはめた手、ホウキ又はブラシ等で除去し、大型土のう袋

に袋詰めする。 

 

1.3.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

1.3.1.3 高圧水洗浄 

 洗浄水の排水経路はあらかじめ清掃して、スムーズな排水が行えるようにして、排水は雨水桝等で

回収する。回収した排水は、現場内または近傍の排水処理施設まで運搬する。 

 手が届かないような狭い場所など、拭き取り作業の実施が困難な部位を中心に、雨樋を壊さないよ

うに、高圧洗浄機を用いて、原則として 5MPa 以下、2リットル/m 程度の高圧水で洗浄する。 

 洗浄効果を得るために被洗浄物に噴射口を近づける(20cm 程度)とともに、適切な移動速度で洗浄

する。 
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 水を周囲に飛散させないよう、水勾配の上流から下流に向かって行う。 

 

1.3.2 竪樋 

1.3.2.1 高圧水洗浄 

 堆積物がある場合は、あらかじめ除去する。 

 洗浄水の排水経路はあらかじめ清掃して、スムーズな排水が行えるようにして、排水は雨水桝等で

回収する。回収した排水は、現場内または近傍の排水処理施設まで運搬する。 

 雨樋を壊さないように、高圧洗浄機を用いて、原則として 5MPa 以下、2 リットル/m 程度の高圧水

で洗浄する。 

 

1.4 庭等 

1.4.1 未舗装面 

1.4.1.1 堆積物の除去 

 落葉、苔、泥等の堆積物を熊手等で除去し、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

1.4.1.2 除草、芝刈り 

 堆積物や表土の除去に先立ち、作業の支障となる雑草を、肩掛け式草刈り機又は人力により、除草、

刈払を行う。 

 除去した草、芝を大型土のう袋に袋詰めする。  

 

1.4.1.3 芝の深刈り 

 芝の刈払を行った後、ハンドガイド式芝刈り機（ソッドカッター等）を用いて芝の深刈りを行う(約

3cm の回復可能な程度の薄い剥ぎ取り)。ただし、ルートマット層を残す。 

 除去した芝を大型土のう袋に袋詰めする。 

 段差部は覆土したうえ、目土（3～6mm 程度）を行う。  

 

1.4.1.4 草、芝の剥ぎ取り 

 芝の刈払を行った後、人力による芝の剥ぎ取りを行う（5cm 程度）。ただし、重機が入れる場合は

この限りではない。 

 剥ぎ取った草、芝を集積・回収し、大型土のう袋へ袋詰めする。 

 

1.4.1.5 芝張り 

 芝を剥ぎ取った場合、従前と同じ種類の芝を張り替える。 

 目土（3～6mm 程度）を行う。 

 

1.4.1.6 砂利、砕石の高圧水洗浄 

 高圧洗浄機を原則として 5MPa 以下で使用し、20 リットル/m2 程度の水で洗浄する。 

 砂利、砕石をスコップ等を用いて、水槽に入れ、高圧水洗浄を行う。排水は、現場内または近傍の
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排水処理施設まで運搬する。 

 水圧による土等の飛散を防止するために最初は低圧での洗浄を行い、洗浄水の流れや飛散状況を確

認しつつ、徐々に圧力を上げて洗浄を行う。 

 

1.4.1.7 砂利、砕石の除去 

 スコップ等により砂利、砕石を均質に除去し（5cm 程度）、大型土のう袋に袋詰めする。 

 現況における砂利、砕石の敷設厚さが 5cm に満たない場合、その下部の土壌も含めて合計 5cm 程度

の砂利、砕石及び表土を均質に除去し、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

1.4.1.8 砂利、砕石の被覆 

 砂利、砕石を除去した場合は、従前と同じ種類の砂利、砕石により、スコップ等により砂利、砕石

をすくい、従前と同じ現況高さまで、おおむね従前と同じ締固め度で被覆する。 

 

1.4.1.9 表土の削り取り  

 鋤簾等を用い、庭土の表土を均質に削り取り(5cm 程度)を行い、大型土のう袋に袋詰めする。 

 作業者により削り取り厚さの違いが生じないように、作業前に作業者に対し作業内容の標準化を図

る。 

 

1.4.1.10 土地表面の被覆 

 表土を除去した場合は、従前と同じ種類の土により、スコップ等によりおおむね元の厚さまで被覆

する。 

 表土の敷均し、整地を行い、1.4.1.9 の現況高まで、おおむね従前と同じ締固め度で復元する。 

 

1.4.1.11 樹木の根元付近等の表土の除去 

 溜まっている落葉や土をシャベルや熊手等を使ってすくい取り、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

1.4.1.12 庭木の枝払い 

 樹木の種類と枝払い時期に応じて、樹木の育成に著しい影響が生じない範囲で、剪定機や枝切りば

さみにより庭木や生垣の枝払いや刈り込みを行う。 

 剪定枝等は大型土のう袋に袋詰めする。大型土のう袋に詰められない長さのものは、詰められるよ

うに裁断する。  

 

1.4.1.13 庭木の伐採 

 庭木や生け垣を、チェーンソー等を用いて伐採する。 

 伐採した庭木の剪定枝等は大型土のう袋に袋詰めする。大型土のう袋に詰められない長さのものは、

詰められるように裁断する。  

 

1.4.1.14 （削除） 
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1.4.1.15 天地返し 

 表層土を人力で 10cm 程度、均質に剥ぎ取り、ビニルシート等の上に仮置きをする。 

 下層土を 20cm 程度、均質に剥ぎ取り、表層土とは別の場所に仮置きをする。 

 表層土をスコップにより敷均した後、その上に、下層土を敷均し、整地を行い、現況高までおおむ

ね従前と同じ締固め度で復元する。 

 

1.4.2 舗装面 

1.4.2.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

1.4.2.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

1.4.2.3 高圧水洗浄 

 吸引式高圧洗浄機を用いて、原則として 20MPa 程度、20 リットル/m2 程度の高圧水で洗浄する。 

 回収した洗浄水は、現場内または近傍の排水処理施設まで運搬する。 

 水を周囲に飛散させないよう、周縁部から内側、水勾配の上流から下流に向かって行う。 

 飛散防止のため、建物が隣接している場合は、養生を行う。 

 

1.4.2.4 削り取り 

 舗装面をハンディ型の切削機を用いて、表面を均質に削り取る（5mm 程度）。 

 切削くずを回収し、大型土のう袋へ袋詰めする。 

 

1.4.2.5 ブラスト 

 比較的広い舗装面において適用する。 

 ショットブラスト機により研削材を表面にたたきつけて表面を均質に削り取る。 

 粉塵が発生するため、周囲への飛散を防止するための養生等を行うとともに、粉塵を回収する。 
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２．学校 

2.1 屋根・屋上 

2.1.1.1 堆積物の除去 

1.1.1.1 と同様に行う。 

 

2.1.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

2.1.1.3 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

2.1.1.4 高圧水洗浄 

 洗浄水の排水経路はあらかじめ清掃して、スムーズな排水が行えるようにして、排水は雨水桝等で

回収する。回収した排水は、現場内または近傍の排水処理施設まで運搬する。 

 高圧洗浄機を用いて、原則として 15MPa 程度、20リットル/m2 程度の高圧水で洗浄する。 

 洗浄効果を得るために被洗浄物に噴射口を近づける(20cm 程度) とともに、適切な移動速度で洗浄

する。 

 水を周囲に飛散させないよう、周縁部から内側、水勾配の上流から下流に向かって行う。 

 水が周囲に飛散しないようにシートなどにより養生する。 

 防水塗装、防水シートを壊さないよう留意して洗浄を行う。 

 

2.2 外壁・塀 

2.2.1.1 拭き取り 

1.2.1.1 と同様に行う。 

 

2.2.1.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

2.2.1.3 高圧水洗浄 

 洗浄水の排水経路はあらかじめ清掃して、スムーズな排水が行えるようにして、排水は雨水桝等で

回収する。回収した排水は、現場内または近傍の排水処理施設まで運搬する。 

 高圧洗浄機を用いて、原則として 15MPa 程度、20リットル/m2 程度の高圧水で洗浄する。 

 洗浄効果を得るために被洗浄物に噴射口を近づける(20cm 程度) とともに、適切な移動速度で洗浄

する。 

 水を周囲に飛散させないよう、周縁部から内側、水勾配の上流から下流に向かって行う。 

 

2.3 雨樋 

2.3.1 軒樋 
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2.3.1.1 堆積物の除去 

1.3.1.1 と同様に行う。 

 

2.3.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

2.3.1.3 高圧水洗浄 

1.3.1.3 と同様に行う。 

 

2.3.2 竪樋 

2.3.2.1 高圧水洗浄 

1.3.2.1 と同様に行う。 

 

2.4 グラウンド等 

2.4.1 堆積物 

2.4.1.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

2.4.2 草、芝 

2.4.2.1 除草、芝刈り 

1.4.1.2 と同様に行う。 

 

2.4.2.2 芝の深刈り 

 大型芝刈り機が入れる場合、大型芝刈り機により深刈りをする(約 3cm の回復可能な程度の薄い剥

ぎ取り)。 

 大型芝刈り機が入れない場合、ハンドガイド式芝刈り機（ソッドカッター等）を用いて芝の深刈り

をする(3cm 程度)。 

 ただし、ルートマット層を残す。 

 除去した芝を大型土のう袋に袋詰めする。  

 段差部は覆土したうえ、目土（3～6mm 程度）を行う。  

 

2.4.2.3.草、芝の剥ぎ取り 

 バックホウのバケットを平爪にし、草、芝を剥ぎ取る(5cm 程度)。 

 刈り取った草、芝を集積・回収し、大型土のう袋へ袋詰めする。 

 

2.4.2.4. 芝張り 

1.4.1.5 と同様に行う。 
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2.4.3 砂利、砕石 

2.4.3.1 砂利、砕石の高圧水洗浄 

 高圧洗浄機を用いて、原則として 5MPa 以下、20リットル/m2 程度の高圧水で洗浄する。 

 砂利、砕石をバックホウ等を用いて集積し、水槽に入れ、高圧水洗浄を行う。 

 水圧による土等の飛散を防止するために最初は低圧での洗浄を行い、洗浄水の流れや飛散状況を確

認しつつ、徐々に圧力を上げて洗浄を行う。排水は、現場内または近傍の排水処理施設まで運搬す

る。 

 

2.4.3.2 砂利、砕石の除去 

 バックホウ等により砂利、砕石を均質に除去し（5cm 程度）、大型土のう袋に袋詰めする。 

 現況における砂利、砕石の敷設厚さが 5cm に満たない場合、その下部の土壌も含めて合計 5cm 程度

の砂利、砕石及び表土を均質に除去し、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

2.4.3.3 砂利、砕石の被覆 

 砂利、砕石を除去した場合は、従前と同じ種類の砂利、砕石により、バックホウ等により砂利、砕

石をすくい、従前と同じ現況高さまで、おおむね従前と同じ締固め度で被覆する。 

 

2.4.4 土壌  

2.4.4.1 排水口、軒下付近等の表土の除去 

1.4.1.11 と同様に行う。 

 

2.4.4.2 表土の削り取り 

 バックホウ等により表土を均質に剥ぎ取り(5cm 程度)、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

2.4.4.3 土地表面の被覆 

 表土を除去した場合は、従前と同じ種類の土により、バックホウ等によりおおむね元の厚さまで被

覆する。 

 表土の敷均し、整地を行い、2.4.4.2 の現況高までおおむね従前と同じ締固め度で復元する。 

 

2.4.4.4 天地返し  

 表層土をバックホウで 10cm 程度、均質に剥ぎ取り、ビニルシート等の上に仮置きをする。 

 下層土を 20cm 程度、均質に剥ぎ取り、表層土とは別の場所に仮置きをする。 

 表層土をスコップによる人力又はバックホウにより敷均した後、その上に、下層土を敷均し、整地

を行い、現況高までおおむね従前と同じ締固め度で復元する。 

 

2.4.5 植栽 

2.4.5.1 樹木の根元付近の表土の除去 

1.4.1.11 と同様に行う。 
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2.4.5.2 植栽の枝払い 

1.4.1.12 の「庭木や生垣」を「植栽」と読み替えて同様に行う。 

 

2.4.5.3 植栽の伐採 

1.4.1.13 の「庭木や生垣」を「植栽」と読み替えて同様に行う。 

 

2.4.6 舗装面 

2.4.6.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

2.4.6.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

2.4.6.3 高圧水洗浄 

1.4.2.3 と同様に行う。 

  

2.4.6.4-(1)、2.4.6.4-(2) 削り取り 

 舗装面を路面切削機等を用いて、表面を削り取る（3cm 程度）。 

 切削くずを回収し、大型土のう袋へ袋詰めする。 

 

2.4.6.5 ブラスト 

1.4.2.5 と同様に行う。 

 

2.4.6.6 超高圧水洗浄 

 150MPa 以上の超高圧洗浄機（洗浄水回収型）を用いて、舗装面を削り取る（5mm 程度）。 

 強力吸引車により発生した削り取りくずを回収し、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

2.4.6.7 再舗装 

 舗装を削り取った場合に、元の舗装面と同様になるように、舗装を行う。（国土交通省土木工事共

通仕様書第 3編第 2章第 6節アスファルト舗装工の規定により行う。） 

 

2.5 遊具等 

2.5.1 遊具等 

2.5.1.1 拭き取り、洗浄、削り取り 

 遊具の表面をブラシやウエス等で水洗いを行う。必要に応じて中性洗剤、酢酸等を使用する。 

 金属製遊具の接合部は高圧水洗浄を行う。金属製遊具の錆は、サンドペーパーやグラインダ等で削

り落とした後で追加的な実施によっても表面汚染密度がおおむね低下しなくなる状態になるまで

丁寧に拭き取る。 
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 木製遊具は、ウエスやブラシ、サンドぺーパー、電動工具で木材表面を拭き取りあるいは研磨する。 

 拭き取りは、水等（洗剤、酢酸を含む。）によって湿らせたウエス等を用い、折りたたんだ各面を

使用して追加的な実施によっても表面汚染密度がおおむね低下しなくなる状態になるまで丁寧に

拭き取る。 

 汚染の再付着を防止するため、一拭きごとに新しい面で拭き取る。 

 拭き取りに使用したブラシやウエス、サンドペーパーには、放射性セシウムが付着している可能性

があるため、直接手で触れないようにする。 
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３．公園(小) 

3.1 屋根・屋上 

3.1.1.1 堆積物の除去 

1.1.1.1 と同様に行う。 

 

3.1.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

3.1.1.3 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

3.1.1.4 高圧水洗浄 

2.1.1.4 と同様に行う。 

 

3.2 外壁・塀 

3.2.1 外壁・塀 

3.2.1.1 拭き取り 

1.2.1.1 と同様に行う。 

 

3.2.1.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

3.2.1.3 高圧水洗浄 

2.2.1.3 と同様に行う。 

 

3.3 雨樋 

3.3.1 軒樋 

3.3.1.1 堆積物の除去 

1.3.1.1 と同様に行う。 

 

3.3.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

3.3.1.3 高圧水洗浄 

1.3.1.3 と同様に行う。 

 

3.3.2 竪樋 

3.3.2.1 高圧水洗浄 
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1.3.2.1 と同様に行う。 

 

3.4 グラウンド等 

3.4.1 堆積物 

3.4.1.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

3.4.2 草、芝 

3.4.2.1 除草、芝刈り 

1.4.1.2 と同様に行う。 

 

3.4.2.2 芝の深刈り 

1.4.1.3 と同様に行う。 

 

3.4.2.3 草、芝の剥ぎ取り 

1.4.1.4 と同様に行う。 

 

3.4.2.4 芝張り 

1.4.1.5 と同様に行う。 

 

3.4.3 砂利、砕石 

3.4.3.1 砂利、砕石の高圧水洗浄 

1.4.1.6 と同様に行う。 

 

3.4.3.2 砂利、砕石の除去 

1.4.1.7 と同様に行う。 

 

3.4.3.3 砂利、砕石の被覆 

1.4.1.8 と同様に行う。 

 

3.4.4 土壌 

3.4.4.1 表土の削り取り 

1.4.1.9 と同様に行う。 

3.4.4.2 土地表面の被覆 

1.4.1.10 と同様に行う。 

 

3.4.4.3 天地返し 

1.4.1.15 と同様に行う。 
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3.4.5 植栽 

3.4.5.1 樹木の根元付近の表土の除去 

1.4.1.11 と同様に行う。 

 

3.4.5.2 植栽の枝払い 

1.4.1.12 の「庭木や生垣」を「植栽」と読み替えて同様に行う。 

 

3.4.5.3 植栽の伐採 

1.4.1.13 の「庭木や生垣」を「植栽」と読み替えて同様に行う。 

 

3.4.6 舗装面 

3.4.6.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

3.4.6.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

3.4.6.3 高圧水洗浄 

1.4.2.3 と同様に行う。 

 

3.4.6.4 削り取り 

1.4.2.4 と同様に行う。 

 

3.4.6.5 ブラスト 

1.4.2.5 と同様に行う。 

 

3.5 遊具等 

3.5.1 遊具等 

3.5.1.1 拭き取り、洗浄、削り取り 

2.5.1.1 と同様に行う。 
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４．公園(大) 

4.1 屋根・屋上 

4.1.1.1 堆積物の除去 

1.1.1.1 と同様に行う。 

 

4.1.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

4.1.1.3 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

4.1.1.4 高圧水洗浄 

2.1.1.4 と同様に行う。 

 

4.2 外壁・塀 

4.2.1 外壁・塀 

4.2.1.1 拭き取り 

1.2.1.1 と同様に行う。 

 

4.2.1.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

4.2.1.3 高圧水洗浄 

2.2.1.3 と同様に行う。 

 

4.3 雨樋 

4.3.1 軒樋 

4.3.1.1 堆積物の除去 

1.3.1.1 と同様に行う。 

 

4.3.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

4.3.1.3 高圧水洗浄 

1.3.1.3 と同様に行う。 

 

4.3.2 竪樋 

4.3.2.1 高圧水洗浄 



39 

 

1.3.2.1 と同様に行う。 

 

4.4 グラウンド等 

4.4.1 堆積物 

4.4.1.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

4.4.2 草、芝 

4.4.2.1 除草、芝刈り 

1.4.1.2 と同様に行う。 

 

4.4.2.2 芝の深刈り 

2.4.2.2 と同様に行う。 

 

4.4.2.3 草、芝の剥ぎ取り 

2.4.2.3 と同様に行う。 

 

4.4.2.4 芝張り 

1.4.1.5 と同様に行う。 

 

4.4.3 砂利、砕石 

4.4.3.1 砂利、砕石の高圧水洗浄 

2.4.3.1 と同様に行う。 

 

4.4.3.2 砂利、砕石の除去 

2.4.3.2 と同様に行う。 

 

4.4.3.3 砂利、砕石の被覆 

2.4.3.3 と同様に行う。 

 

4.4.4 土壌 

4.4.4.1 排水口、軒下付近等の表土の除去 

1.4.1.11 と同様に行う。 

4.4.4.2 表土の削り取り 

2.4.4.2 と同様に行う。 

 

4.4.4.3 土地表面の被覆 

2.4.4.3 と同様に行う。 
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4.4.4.4 天地返し 

2.4.4.4 と同様に行う。 

 

4.4.5 植栽 

4.4.5.1 樹木の根元付近の表土の除去 

1.4.1.11 と同様に行う。 

 

4.4.5.2 植栽の枝払い 

1.4.1.12 の「庭木や生垣」を「植栽」と読み替えて同様に行う。 

 

4.4.5.3 植栽の伐採 

1.4.1.13 の「庭木や生垣」を「植栽」と読み替えて同様に行う。 

 

4.4.6 舗装面 

4.4.6.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

4.4.6.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

4.4.6.3 高圧水洗浄 

1.4.2.3 と同様に行う。 

 

4.4.6.4 削り取り 

2.4.6.4-(1)、2.4.6.4-(2)と同様に行う。 

 

4.4.6.5 ブラスト 

1.4.2.5 と同様に行う。 

 

4.4.6.6 超高圧水洗浄 

2.4.6.6 と同様に行う。 

 

4.4.6.7 再舗装 

2.4.6.7 と同様に行う。 

 

4.5 遊具等 

4.5.1 遊具等 

4.5.1.1 拭き取り、洗浄、削り取り 



41 

 

2.5.1.1 と同様に行う。 
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５．大型施設 

5.1 屋根・屋上 

5.1.1 屋根・屋上 

5.1.1.1 堆積物の除去 

1.1.1.1 と同様に行う。 

 

5.1.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

5.1.1.3 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

5.1.1.4 高圧水洗浄 

2.1.1.4 と同様に行う。 

 

5.2 外壁・塀 

5.2.1 外壁・塀 

5.2.1.1 拭き取り 

1.2.1.1 と同様に行う。 

 

5.2.1.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

5.2.1.3 高圧水洗浄 

2.2.1.3 と同様に行う。 

 

5.3 雨樋 

5.3.1 軒樋 

5.3.1.1 堆積物の除去 

1.3.1.1 と同様に行う。 

 

5.3.1.2 拭き取り 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

5.3.1.3 高圧水洗浄 

1.3.1.3 と同様に行う。 
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5.3.2 竪樋 

5.3.2.1 高圧水洗浄 

1.3.2.1 と同様に行う。 

 

5.4 グラウンド等 

5.4.1 堆積物 

5.4.1.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

5.4.2 草、芝 

5.4.2.1 除草、芝刈り 

1.4.1.2 と同様に行う。 

 

5.4.2.2 芝の深刈り 

2.4.2.2 と同様に行う。 

 

5.4.2.3 草、芝の剥ぎ取り 

2.4.2.3 と同様に行う。 

 

5.4.2.4 芝張り 

1.4.1.5 と同様に行う。 

 

5.4.3 砂利、砕石 

5.4.3.1 砂利、砕石の高圧水洗浄 

2.4.3.1 と同様に行う。 

 

5.4.3.2 砂利、砕石の除去 

2.4.3.2 と同様に行う。 

 

5.4.3.3 砂利、砕石の被覆 

2.4.3.3 と同様に行う。 

 

5.4.4 土壌 

5.4.4.1 排水口、軒下付近等の表土の除去 

1.4.1.11 と同様に行う。 

 

5.4.4.2 表土の削り取り 

2.4.4.2 と同様に行う。 
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5.4.4.3 土地表面の被覆 

2.4.4.3 と同様に行う。 

 

5.4.4.4 天地返し 

2.4.4.4 と同様に行う。 

 

5.4.5 植栽 

5.4.5.1 樹木の根元付近の表土の除去 

1.4.1.11 と同様に行う。 

 

5.4.5.2 植栽の枝払い 

1.4.1.12 の「庭木や生垣」を「植栽」と読み替えて同様に行う。 

 

5.4.5.3 植栽の伐採 

1.4.1.13 の「庭木や生垣」を「植栽」と読み替えて同様に行う。 

 

5.4.6 駐車場（コンクリート、アスファルト） 

5.4.6.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

5.4.6.2 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

5.4.6.3 高圧水洗浄 

1.4.2.3 と同様に行う。 

 

5.4.6.4 削り取り 

2.4.6.4-(1)、2.4.6.4-(2)と同様に行う。 

 

5.4.6.5 ブラスト 

1.4.2.5 と同様に行う。 

5.4.6.6 超高圧水洗浄 

2.4.6.6 と同様に行う。 

 

5.4.6.7 再舗装 

2.4.6.7 と同様に行う。 
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5.5 遊具等 

5.5.1 遊具等 

5.5.1.1 拭き取り、洗浄、削り取り 

2.5.1.1 と同様に行う。 
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６．道路 

【留意事項】 

・ 除染作業時に通行止めができない場合は、交通誘導員等を配置するなど十分な安全管理を行う。 

 

6.1 舗装された道路 

6.1.1 堆積物 

6.1.1.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

6.1.2 道路・歩道 

6.1.2.1 高圧水洗浄 

2.4.6.3 と同様に行う。 

 

6.1.2.2 削り取り 

2.4.6.4-(1)、2.4.6.4-(2)と同様に行う。 

 

6.1.2.3 ブラスト 

1.4.2.5 と同様に行う。 

 

6.1.2.4 超高圧水洗浄 

2.4.6.6 と同様に行う。 

 

6.1.2.5 再舗装 

2.4.6.7 と同様に行う。 

 

6.1.2.6 路面清掃車による清掃 

 除染作業着手前の準備作業または維持管理のために路面清掃車による清掃を行う。 

 

6.2 未舗装の道路 

6.2.1 道路表面(土壌) 

6.2.1.1-(1)除草 

1.4.1.2 と同様に行う。 

 

6.2.1.1-(2)堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

6.2.1.2 表土の削り取り 

 バックホウ等により表土を均質な標高になるように剥ぎ取り(最大高から 5cm 程度)、大型土のう袋
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に袋詰めする。 

 

6.2.1.3 土地表面の被覆 

 表土を除去した場合は、従前と同じ種類の土により、バックホウ等によりおおむね元の厚さまで被

覆する。 

 表土の敷均し、整地を行い、6.2.1.2の現況の最大高までおおむね従前と同じ締固め度で復元する。 

 

6.2.1.4 天地返し 

2.4.4.4 と同様に行う。 

 

6.2.2 道路表面(砂利、砕石道路) 

6.2.2.1-(1)除草 

1.4.1.2 と同様に行う。 

 

6.2.1.1-(2)堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

6.2.2.2 砂利、砕石の高圧水洗浄 

2.4.3.1 と同様に行う。 

 

6.2.2.3 砂利、砕石の除去 

 バックホウ等により表土を均質な標高になるように剥ぎ取り(最大高から 5cm 程度)、大型土のう袋

に袋詰めする。 

 

6.2.2.4 砂利、砕石の被覆 

 表土を除去した場合は、従前と同じ種類の土により、バックホウ等によりおおむね元の厚さまで被

覆する。 

 表土の敷均し、整地を行い、6.2.2.3 の現況の最大高までおおむね従前と同じ締固め度で復元する 

 

6.3 ガードレール 

6.3.1 ガードレール 

6.3.1.1 ブラシ洗浄 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

6.3.1.2 高圧水洗浄 

2.2.1.3 と同様に行う。 

 

6.3.1.3 拭き取り 
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1.2.1.1 と同様に行う。 

 

6.4 側溝等 

6.4.1 側溝等 

6.4.1.1 底質の除去等  

 除去しやすい落葉、苔、泥等の堆積物をあらかじめスコップ等を用いて除去する。 

 側溝のコンクリートの目地が深い場合、へら等を用いて目地の堆積物を除去する。 

 排水管清掃車等を 14MPa 程度で使用し、20 リットル/m2 程度の水で洗浄し、排水は回収する。 

 除去した堆積物は大型土のう袋に袋詰めする。また回収した排水は、現場内または近傍の排水処理

施設まで運搬する。 

 飛散防止のため、建物が隣接している場合は、養生を行う。 

 

6.5 歩道橋 

6.5.1 歩道橋 

6.5.1.1 堆積物の除去 

1.1.1.1 と同様に行う。 

 

6.5.1.2 高圧水洗浄 

 高圧水洗浄は、歩道橋の階段及び通路部分に行う。 

1.4.2.3 と同様に行う。 

 

6.5.1.3 拭き取り 

 拭き取りは、歩道橋の手摺りに行う。 

1.1.1.2 と同様に行う。 

 

6.5.1.4 ブラシ洗浄 

 ブラシ洗浄は、歩道橋の手摺りに行う。 

1.1.1.3 と同様に行う。 

 

6.6 街路樹 

6.6.1 堆積物 

6.6.1.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

6.6.2 草 

6.6.2.1 除草、芝刈り 

1.4.1.2 と同様に行う。 
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6.6.3 街路樹 

6.6.3.1 街路樹の根元付近の表土の除去 

1.4.1.11 と同様に行う。 

 

6.6.3.2 街路樹の枝払い 

1.4.1.12 の「庭木や生垣」を「街路樹」と読み替えて同様に行う。 
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７．法面 

【留意事項】 

・ 切土法面を除染する際には、ラス網の状況を確認して施工する。 

・ 長大法面の場合は、周辺利用状況等を考慮し、生活圏から 20ｍ程度の範囲を施工範囲とする。 

・ 植生工は、道路土工のり面工・斜面安定工指針（平成 21 年 6 月(社)日本道路協会）により適

切な工法を選択する。 

 

7.1 法面 

7.1.1 草、落葉、堆積物 

7.1.1.1 草、落葉、堆積物の除去 

 堆積物の除去に先立ち、作業の支障となる雑草を肩掛け式草刈り機または人力により、除草、刈払

を行う。 

 落葉、苔、泥等の堆積物を熊手等で除去し、大型土のう袋に袋詰めする。  
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８．農地 

【留意事項】 

・ 反転耕では、地下水位に留意して実施する。 

・ 土壌攪拌では、周辺の側道等へ飛散させないよう注意するとともに、釜場への濁水の強制排水

の際の漏洩防止に留意する。 

 

8.1 水田 

8.1.1 草 

8.1.1.1-(1) 人力除草 

 肩掛け式草刈機等を使用し、水田の除草を行う。 

 

8.1.1.1-(2) 機械除草 

 農用トラクタ等を使用し、水田の除草を行う。 

 

8.1.1.1-(3) 除草材の集積 

 集草機、草刈梱包機械等を使用し、除草材の集積を行う。 

 

8.1.1.1-(4) 袋詰め 

 人力により除去物を大型土のう袋に袋詰めする。 

 

8.1.1.1-(5) 現場内の小運搬 

 キャリアダンプ等を使用し、大型土のう袋の小運搬を行う。 

 

8.1.2 土壌 

8.1.2.1-(1) 不陸整正 

 振動ローラ等を使用し、表土の不陸を整正する。 

 

8.1.2.1-(2) 表面固化材散布 

 固化材を混合した溶液を種子吹付機等を使用して散布し、表面土壌が十分に固化したことを確認す

る。なお、溶液中の固化材量は 15t/ha、固化厚は２～３cm、養生期間は７日間（連続無降水日数）

を想定している。 

 溶液に使用する水は、あらかじめ放射性物質が未検出であることを確認しなければならない。 

 

8.1.2.2-(1)-①、8.1.2.2-(1)-② 表土の削り取り(標準運搬工法) 

 バックホウ等を使用し、表土の削り取りを行う。(5cm 程度)。 

 

8.1.2.2-(1)-③ 袋詰め(標準運搬工法) 

 バックホウ等を使用して集積し、大型土のう袋への袋詰めを行う。 
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8.1.2.2-(1)-④ 小運搬(標準運搬工法) 

 クレーン機能付きバックホウ、不整地運搬車等を使用し、現場内の小運搬を行う。 

 

8.1.2.2-(2)-① 表土の削り取り(吸引工法) 

 バックホウ、汚泥吸排車等を使用し、表土の削り取りを行う。(5cm 程度) 

 

8.1.2.2-(2)-② 袋詰め(吸引工法) 

 クレーン機能付きバックホウ等を使用して集積し、大型土のう袋への袋詰めを行う。 

 

8.1.2.2-(2)-③ 小運搬(吸引工法) 

8.1.2.2-(1)-④と同様に行う。 

 

8.1.2.3 (削除) 

 

8.1.2.4-(1) 反転耕(耕起 30cm) 

 プラウ付きトラクタにより、耕起深さ 30cm 程度にて反転耕起を１回行う。 

 

8.1.2.4-(2) 反転耕(耕起 45cm) 

 プラウ付きトラクタにより、耕起深さ 45cm 程度にて反転耕起を１回行う。 

 

8.1.2.4-(3) 基盤整地 

 反転耕起後ディスクハロー、レーザーレベラー等を使用し、ほ場内の基盤整地を行う。 

 

8.1.2.4-(4) ２回耕起 

 ロータリーテイラー等で２回耕起し、基盤面の均平仕上げを行う。 

 

8.1.2.5 深耕 

 耕深 30cm 程度を目標に、深耕用ロータリーティラーを使用して、ほ場を２回深く耕す。 

 

8.1.2.6 客土 

 土壌の削り取り後、重機を用いて土地に客土を行い、敷均し、整地して現況高まで復旧する。 

 客土の品質については、監督職員と協議して決める。 

 客土材は、使用前に見本、粒度等土壌試験表、放射性物質濃度測定結果を監督職員に提出して承諾

を得なければならない。 

 

8.1.2.7-(1) 地力回復(土壌改良材散布) 

 散布装置をトラクタで牽引しながら土壌改良材を、散布する。 

 耕起は肥料取締法（昭和 25 年法律第 127 号）の規定に基づき、特殊肥料として福島県知事に届け
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出されたもので、土壌の理化学性、生物性を総合的に改良し、土壌生産力を高める機能を有してい

なければならないものとする。 

 土壌改良材は、使用前に試験成績表を監督職員に提出して承諾を得なければならない。 

 

8.1.2.7-(2) 地力回復(ゼオライト散布)  

8.1.2.7-(1)と同様に行う。ただし、土壌改良材の代わりにゼオライトを散布する。 

 

8.1.2.8 天地返し 

2.4.4.4 と同様に行う。 

 

8.2 畑 

8. 2.1 草 

8.2.1.1 除草 

8.1.1.1-(1)～8.1.1.1-(5)と同様に行う。 

 

8. 2.2 土壌 

8.2.2.1 表面固化材散布 

8.1.2.1-(1)、8.1.2.1-(2)と同様に行う。 

 

8.2.2.2 –(1)表土の削り取り(標準運搬工法) 

8.1.2.2-(1)-①～8.1.2.2-(1)-④と同様に行う。 

 

8.2.2.2 –(2)表土の削り取り(吸引工法) 

8.1.2.2-(2)-①、8.1.2.2-(2)-②、8.1.2.2-(1)-④と同様に行う。 

 

8.2.2.3 (削除) 

 

8.2.2.4 反転耕 

8.1.2.4-(1)～8.1.2.4-(4)と同様に行う。 

 

8.2.2.5 深耕 

8.1.2.5 と同様に行う。 

 

8.2.2.6 客土 

8.1.2.6 と同様に行う。 

 

8.2.2.7 地力回復 

8.1.2.7-(1)、8.1.2.7-(2)と同様に行う。 
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8.2.2.8 天地返し 

2.4.4.4 と同様に行う。 

 

8.3 牧草地 

8.3.1 草 

8.3.1.1 除草 

 トラクター等により牧草地の除草を行う。 

 除去した草はロールベールにする。 

 

8.3.1.2 （削除） 

 

8.3.1.3-(1) 播種(散布) 

 トラクター等を使用し、従前の牧草種子の播種を行い、地力回復のための施肥を行う。 

 

8.3.1.3-(2) 播種(鎮圧) 

 トラクター等を使用し、鎮圧を行う。 

 

8.3.2 土壌 

8.3.2.1 表土の削り取り 

8.1.2.2-(1)-①～8.1.2.2-(1)-④と同様に行う。 

 

8.3.2.2 反転耕 

8.1.2.4-(1)～8.1.2.4-(4)と同様に行う。 

 

8.3.2.3 深耕 

8.1.2.5 と同様に行う。 

 

8.3.2.4 客土 

8.1.2.6 と同様に行う。 

 

8.3.2.5 地力回復 

8.1.2.7-(1)～8.1.2.7-(2)と同様に行う。 

 

8.4 水路 

8.4.1 水路 

8.4.1.1-(1) 底質の除去等(土砂上げ) 

 除去しやすい落葉、苔、泥等の堆積物をスコップ等を用いて除去する。 
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8.4.1.1-(2) 底質の除去等(袋詰め) 

 人力により、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

8.5 畦畔 

8.5.1 畦畔 

8.5.1.1-(1) 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

8.5.1.1-(2) 除草 

1.4.1.2 と同様に行う。 

 

8.5.1.2-(1) 表土の削り取り 

 バックホウ等により表土を均質に剥ぎ取る。(5cm 程度) 

 

8.5.1.2-(2) 袋詰め 

 クレーン機能付きバックホウ等を使用し、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

8.5.1.3 畦畔復旧 

 畦畔の削り取り後、重機を用いて土地に客土を行い、畦畔を築立し、法面を仕上げて現況高まで復

旧する。 

 客土の品質については、監督職員と協議して決める。 
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９．草地、芝地 

9.1 灌木（密） 

9.1.1 灌木（密） 

9.1.1.1 刈払 

 雑草、灌木等を、チェーンソー等により刈払を行い、大型土のう袋に袋詰めする。 

 刈り払った灌木等でそのまま大型土のう袋に詰められないものについては、詰められるように裁断

するか、葉の部分をナタで除去した上で、長さ２m 以内に切りそろえ、直径 30cm 程度の粗朶とな

るよう紐等で結束する。除去した葉の部分は、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

9.2 灌木（粗） 

9.2.1 灌木（粗） 

9.2.1.1 刈払 

 雑草、灌木等を、肩掛け式草刈機等により刈払を行い、大型土のう袋に袋詰めする。 
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１０．果樹園 

【留意事項】 

・ 粗皮削りを生育期間中に実施する場合は、飛散防止のため、降雨後の曇りの日で樹体が濡れて

いるときなどに実施する。 

・ 高圧洗浄機を利用した樹皮の洗浄や粗皮の除去は、放射性セシウムが水とともに飛散しやすい

ので、生育期間中の使用は避け、休眠期に実施する。 

・ 枝払いは生育に影響を与えないよう休眠期に実施する。 

 

10.1. 果樹園 

10.1.1 堆積物 

10.1.1.1 堆積物の除去 

1.4.1.1 と同様に行う。 

 

10.1.2 草 

10.1.2.1 除草 

1.4.1.2 と同様に行う。 

 

10.1.3 果樹 

10.1.3.1 粗皮の剥ぎ取り 

 主幹部と主枝の上部及び側部を中心に粗皮を剥ぎ取る。 

 専用の削り器具を使用し、古くなった粗皮をかき落とすように剥ぎ取る。 

 対象樹種は、古くなった樹皮が枝幹部から剥がれ落ちる形態をもつリンゴ、ナシ、ブドウ、カキ等

とする。 

 除去物は、大型土のう袋に袋詰めする。 

 

10.1.3.2 樹皮の高圧水洗浄 

 高圧水洗浄により樹皮を洗浄する。 

 対象樹種は、古くなった樹皮が枝幹部から剥がれ落ちる形態を持たない、モモ、オウトウ等とする。 

 

10.1.3.3 果樹の枝払い 

 放射性セシウムが直接付着したと考えられる旧枝を枝払いする。 

 旧枝と葉や果実の接触をできるだけ回避するため、枝の重なりがないよう側枝を配置する。 

 大型化した側枝は、間引き剪定により更新する。 

 一般の側枝は、各樹種の特性や枝の着生状況に応じて、適宜間引き剪定と切り戻し剪定を選択し、

更新する。 

 根を傷めないように、落枝、落葉、腐葉土、土壌を鋤簾等で掻き取るように剥ぎ取り、大型土のう

袋に袋詰めする。大型土のう袋に詰められない長さのものは、詰められるように裁断する。 

 



58 

 

10.1.3.4 果樹の伐採 

1.4.1.13 の「庭木や生垣」を「果樹」と読み替えて同様に行う。 

 

10.1.4 土壌 

10.1.4.1 表土の削り取り 

 樹体、根を傷つけないように削り取る部分を決める。 

 人力または小型バックホウの排土板で表土を 5cm 程度の深さで除去する。または、小型トラクター

にロータリーを取り付け、5cm 程度の深さまで軽く耕運後、トラクターのフロントローダー(ツメ

なし)等で表土をかき集めるなどの方法で表土を削り取る。イネ科雑草の多いほ場では、除草後に

雑草ごと表土を削り取る。 

 除去物は、大型土のう袋等に袋詰めする。 

 表土を除去した後は必要に応じて客土を施すとともに、土壌の乾燥防止、地温の調整等のため、必

要に応じてわらやウッドチップ等によりマルチングを行う。 

 

10.1.4.2 客土 

8.1.2.6 と同様に行う。 
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１１．森林 

11.1 常緑針葉樹 

11.1.1 堆積有機物 

11.1.1.1-(1) 、11.1.1.1-(2)、11.1.1.1-(3) 堆積有機物の除去 

 表面から 5cm 程度を目安に、落葉、落枝等を熊手等でかき集め、斜面際まで小運搬した後、大型土

のう袋に袋詰めする。ただし、鉱質土層が露出しない程度に除去することとする。 

 落枝等でそのまま大型土のう袋に詰められないものについては、詰められるように裁断するか、長

さ２m以内に切りそろえ直径 30cm 程度の粗朶となるよう紐等で結束する。 

 急斜面のために、一般的な安全対策では作業安全を確保し難い場合は、土地の状況に応じて、作業

実施時の安全対策を強化すること。 

 

11.1.1.1-(4) 堆積有機物の除去（非管理地） 

 表面から 10cm 超程度を目安に、落葉、落枝等を熊手等でかき集め、斜面際まで小運搬した後、大

型土のう袋に袋詰めする。ただし、鉱質土層が露出しない程度に除去することとする。 

 落枝等でそのまま大型土のう袋に詰められないものについては、詰められるように裁断するか、長

さ２m以内に切りそろえ直径 30cm 程度の粗朶となるよう紐等で結束する。 

 急斜面のために、一般的な安全対策では作業安全を確保し難い場合は、土地の状況に応じて、作業

実施時の安全対策を強化すること。 

 

 

11.1.1.1-(5) 切り捨て材の整理 

 森林に残置された腐朽していない伐り捨て材については、林縁部に集積する。 

 

11.1.2 土壌 

11.1.2.1 再拡散防止(土のう積み) 

 急斜面の落葉の除去を行う場合等には、土壌の流出防止を図るため、林縁部に土のう積みを行う。 

 土のうは、特段の指示がない限り小口を正面にして積む。 

 使用する土のう袋は、48×62cm(2 号)とし、仕上がり寸法は、50cm×40cm×10cm を目安とする。 

 

11.1.2.2 再拡散防止(板柵) 

 急斜面の落葉の除去を行う場合等には、土壌の流出防止を図るため、大ヌキ及び小杭(止杭)等を使

用し、林縁部に板柵を設置する。 

 

11.1.3 樹木 

11.1.3.1-(1)、11.1.3.1-(2)、11.1.3.1-(3) 針葉樹の枝打ち、切り枝回収 

 Ⅲ齢級以上の常緑針葉樹林(スギ・ヒノキ等)は、林縁部から５m程度(１～２列)の範囲の立木につ

いて、地上高４m程度までの枝を鋸等により切り落とす。ただし、樹冠の長さが元の半分程度以下

にならないようにする。また、建築物を枝葉で相当程度覆いかぶさっている同種の立木については、
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当該枝を鋸等により切り落とす。 

切り落とした枝でそのまま大型土のう袋に詰められないものについては、詰められるように裁断

するか、長さ２m以内に切りそろえ直径 30cm 程度の粗朶となるよう紐等で結束して、後続作業とし

て減容化施設までの運搬または木材破砕機による減容化を行うため、林縁部に集積する。 

 

11.1.4 下刈り 

11.1.4.1 下草・潅木刈払い 

 肩掛け式草刈機等により下草、潅木等の刈払いを行い、林縁部に集積した後、大型土のう袋に袋詰

めする。大型土のう袋に詰められないものについては、詰められるように裁断するか、長さ２m以

内に切りそろえ直径 30cm 程度の粗朶となるよう紐等で結束して、後続作業として減容化施設まで

の運搬または木材破砕機による減容化を行うため、林縁部に集積する。 

 

11.1.5 堆積有機物残渣の除去 

11.1.5.1 堆積有機物残渣の除去 

 堆積有機物を除去した後に堆積有機物残渣が残る箇所にあたっては、再度、堆積有機物残渣を熊手

等でかき集め、斜面際まで小運搬した後、大型土のう袋に袋詰めする。堆積有機物の除去と同様に、

鉱質土層が露出しない程度に除去する。 

 

11.2 落葉広葉樹等 

11.2.1 堆積有機物 

11.2.1.1 堆積有機物の除去 

11.1.1.1-(1)、11.1.1.1-(2)、11.1.1.1-(3)と同様に行う。 

 

11.2.1.2 堆積有機物の除去（非管理地） 

11.1.1.1-(4)と同様に行う。 

 

11.2.2 土壌 

11.2.2.1 再拡散防止(土のう積み) 

11.1.2.1 と同様に行う。 

 

11.2.2.2 再拡散防止(板柵) 

11.1.2.2 と同様に行う。 

 

11.2.3 樹木 

11.2.3.1 粗朶結束 

  落ち枝等でそのまま大型土のう袋に詰められないものについては、詰められるように裁断するか、

長さ２m 以内に切りそろえ直径 30cm 程度の粗朶となるよう紐等で結束して、後続作業として減容

化施設までの運搬または木材破砕機による減容化を行うため、林縁部に集積する。 
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11.2.4 下刈り 

11.2.4.1 下草・潅木刈払い 

11.1.4.1 と同様に行う。 

 

11.2.5 堆積有機物残渣の除去 

11.2.5.1 堆積有機物残渣の除去 

11.1.5.1 と同様に行う。 

 

11.3 雑木林 

11.3.1 堆積有機物 

11.3.1.1 堆積有機物の除去 

11.1.1.1-(1) 、11.1.1.1-(2)、11.1.1.1-(3)と同様に行う。 

 

11.3.1.2 堆積有機物の除去（非管理地） 

11.1.1.1-(4)と同様に行う。 

 

11.3.2 土壌 

11.3.2.1 再拡散防止(土のう積み) 

11.1.2.1 と同様に行う。 

 

11.3.2.2 再拡散防止(板柵) 

11.1.2.2 と同様に行う。 

 

11.3.3 樹木 

11.3.3.1 粗朶結束 

11.2.3.1 と同様に行う。 

 

11.3.4 下刈り 

11.3.4.1 下草・潅木刈払い 

11.1.4.1 と同様に行う。 

 

11.3.5 堆積有機物残渣の除去 

11.3.5.1 堆積有機物残渣の除去 

11.1.5.1 と同様に行う。 
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１２．（削除）  
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１３．仮置場等 

【留意事項】 

・ 仮置場等の設置及び保全・管理は除染関係ガイドライン第２版（平成 25 年 5 月環境省編）第

４編（除去土壌の保管に係るガイドライン）、廃棄物関係ガイドライン第２版（平成 25 年 3 月

環境省編）及び別途監督職員が指示する規定に従い、必要な措置等を行うこと。また、点検を

行った際にはその結果を記録すること。地震、風雨、日照等に対して、機能を損なわない構造

とすること。 

・ 上記の他、別途監督職員の指示に従い、必要な措置を行うこと。 

・ 除去土壌等がその他のものと混合する恐れがない構造とする。 

・ 放射性物質の飛散、流出、地下浸透を防止するため、大型土のう袋の口をしっかり閉じておく。 

・ 仮置場等においては、除去土壌等の搬入・設置、温度計の設置が完了し、上部工（上部シート、

放熱管(ガス抜き管)、ガス抜き口の設置、端部処理）が施され、作業通路に囲まれた単位を「保

管物設置場所」とする。 

 

13.1.1.1 保管場所地下水調査 

 保管物からの浸出水が万一漏出した場合には一帯の地下水への影響が懸念されることから、地下水

監視孔を設置する。 

 地下水をサンプリングし、分析を行う。 

 

13.1.1.2 除草 

 土地の状況に応じ、仮置場等となる場所の除草等を 1.4.1.2 と同様に行う。 

 

13.1.1.3 灌木（密）の刈払 

 土地の状況に応じ、仮置場等となる場所の雑草、灌木等の刈払を 9.1.1.1 と同様に行う。 

 

13.1.1.4 灌木（粗）の刈払 

 土地の状況に応じ、仮置場等となる場所の雑草、灌木等の刈払を 9.2.1.1 と同様に行う。 

 

13.1.1.5-(1) 伐木除根(伐木作業) 

 土地の状況に応じ、仮置場等となる場所の木を伐採する。 

 

13.1.1.5-(2) 伐木除根(除根作業) 

 土地の状況に応じ、レーキドーザー等を使用し、伐採木の根を除根する。 

 

13.1.1.5-(3) 伐木除根(集積作業) 

 土地の状況に応じ、レーキドーザー等を使用し、伐採木の集積を行う。 

 

13.1.1.6 整地 
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 土地の状況に応じ、仮置場等となる場所を0.5％程度またはそれ以上の排水勾配を付けて整地する。 

 

13.1.1.7 切土・盛土 

 土地の状況に応じ、仮置場等となる場所の切土・盛土する。 

 

13.1.1.8 砂利、砕石の被覆 

 取り付け道路等の状況に応じ、砂利、砕石の被覆を 2.4.3.3 と同様に行う。 

 

13.1.1.9-(1) 下部シート（遮水シート）設置 

 仮置場等となる場所に、保護マットで上下から挟んだ遮水シートを敷設する。 

 遮水シートは、合成ゴム・合成樹脂系遮水シート、非補強タイプの中弾性タイプに分類されるシー

トのうち、溶着性・機械的強度・耐候性・耐久性に優れており、日本遮水工協会が遮水シートの自

主基準値として定めている基本特性値及び耐久性に係わる特性値を満足する製品とする。 

 製品同士の接合は熱溶着による接合のみを可とする。 

 

13.1.1.9-(2)保護層設置 

 下部シート保護のために、下部シートの上部に 10cm 程度の保護層を山砂等で設置する。 

 

13.1.1.9-(3) 上部シート（通気性防水シート及び遮水シート）設置 

 除去土壌等又は遮へい材が入った大型土のう袋を、可燃物設置場所については通気性防水シートと

遮水シートを組み合わせて用い、不燃物設置場所については遮水シートもしくは通気性防水シート

を用いて覆う。なお、景観に配慮し、周辺環境に馴染む色を使用する。 

 通気性防水シートは、遮水性とガス透過性の両機能を備えるシートとする。日本遮水工協会が保護

用マット(不織布及び複合材)の自主基準値として定めている特性値を満足し、透湿度(JIS L 1099 

A-1 法)において 2,500(g/m2・24H)を、かつ、耐水度(JIS L 1092 低圧耐水度)において 1,000(mmH2O)

を満足する製品とする。 

 遮水シートは、下部シートと同等のものを使用する。 

 製品同士の接合は熱溶着による接合を原則とし、溶着接合部においても、母材と同等の強度及び遮

水性能が確保される製品とする。ただし、十分な強度が得られる場合においては、接着による接合

も可とする。 

 遮水シートと通気性防水シートを溶着した確認試験(JIS L 1908 引張試験)結果が、日本遮水工協

会が遮水シートの自主基準値として定めている剪断強度を満たす製品とする。 

 

13.1.1.10 浸出水集排水溝、集排水管設置 

 除去土壌等からしみ出す水を集排水するための浸出水集排水溝を設置する。 

 浸出水集排水溝に集排水管を設置して、浸出水集水設備へ導く。 

 監督職員の指示により、必要に応じて地上に浸出水貯留タンクを設置する。 
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13.1.1.11 浸出水集水設備設置 

 浸出水集水設備は、放射性セシウムの確認用に設置する。 

 浸出水集水設備は、保管場所からの浸出水を適切に集水し、貯留するために必要な機能を保持でき

る構造とするとともに、破損や変形等の回避策を施した上で設置する。 

 

13.1.1.12 地表水集水設備設置 

①地表水集水溝（素掘り側溝）設置 

 保管物設置場所への地表水（地表水、地山からの湧水）の流入防止と、仮置場等内の雨水排水を兼

ねて、仮置場等敷地外周部や各保管物設置場所の周囲に、地表水集排水溝を設置する。 

 各々の保管物設置場所によって高度差が生じる傾斜地にあっては、仮置場等敷地外周部に加え、各

保管物設置場所の周囲にも集排水溝を設置する。 

 

②排水路（コルゲートフリューム）設置 

 湧水が多く機械施工が困難な場所については、仮置場等敷地外周部や各保管物設置場所の周囲に、

コルゲートフリュームを人力で設置する。設置にあたっては、長期的な（少なくとも３年以上の）

使用に耐えられるよう、洗掘、劣化、浮き上がり防止に配慮する。 

 

③排水路（Ｕ型側溝）設置 

 湧水が多く機械施工が可能な場所については、仮置場等敷地外周部や各保管物設置場所の周囲に、

Ｕ型側溝をクレーン付トラックを使用して設置する。設置にあたっては、長期的な（少なくとも３

年以上の）使用に耐えられるよう、洗掘、劣化、浮き上がり防止に配慮する。 

 

13.1.1.13 （削除） 

 

13.1.1.14  保管物取込・設置 

 トラックで運搬されてきた除去土壌等の入った大型土のう袋を、クレーンを用いて、仮置場等とな

る場所に搬入する。 

 

13.1.1.15 側面の遮へい 

 除去土壌等の放射線量を踏まえて遮へいが必要なところに限り、除去土壌等を入れた大型土のう袋

を設置終了後、汚染されていない土（約 1.0m3/袋）を入れた大型土のう袋を製作し、除去土壌等

を入れた大型土のう袋と同じ高さになるように、除去物の周囲の側面に 1段 1袋ずつ置く。 

 

13.1.1.16 上面の遮へい 

 除去土壌等の放射線量を踏まえて遮へいが必要なところに限り、除去土壌等を入れた大型土のう袋

を設置終了後、汚染されていない土（約 0.5m3/袋）を入れた大型土のう袋を製作し、上面に設置

する。 
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13.1.1.17 端部処理 

 端部からの雨水等の浸入を防止するとともに、内部からの浸出水を保管物設置場所内に留め、外部

への漏出を防止するため、上下シートの溶着、端部から法面に向けてシートを立ち上げる等の措置

を行うこと。 

 強風の場合においても、端部から内部への風の侵入を防ぎ、端部の押さえを維持できるよう、仮置

場の立地場所の条件やシートの種類等に応じて、適切な上下シートの接着や耐候性大型土のう袋等

による押さえ措置を行うこと。 

 

13.1.1.18 付帯設備の設置 

 仮置場等の外周部に、保管物設置場所から原則として 4m 程度離れた距離に高さ 1.8m の柵（ネット

フェンス等）を設けること。 

 除去土壌等の保管場所等を記載した掲示板を仮置場等の出入口付近の見やすい箇所に設置するこ

と。 

 仮置場等の空間線量率の測定結果を表示するための看板を掲示板付近に設置すること。 

 消火設備として、ABC 消火器２基（格納箱付き）を仮置場等の出入口付近に設置すること。 

 上部シートや放熱管（ガス抜き管）等の点検のため、梯子等の昇降器具を仮置場等毎に１基設置す

ること。 

 

13.1.1.19 放熱管（ガス抜き管）・ガス抜き口設置 

 可燃物設置場所について、シート内部の熱を適切に放散できるための放熱管（ガス抜き管）を保管

物設置場所の面積 200m2ごとに 1箇所設けること。 

 上部シートと放熱管（ガス抜き管）の接合が健全に保たれ、遮水性能が確保されること。 

 不燃物設置場所においては、放熱管（ガス抜き管）の設置は原則不要とする。ただし、内部で発生

したガスが抜けない構造になっている場合は、上部シートにガス抜き口を保管物設置場所の面積

400 ㎡ごとに１箇所設けること。 

 

13.1.1.20 温度計設置 

 可燃物設置場所について、除去土壌等の運び込み完了後に保管している除去土壌等の温度を測定す

ることができるよう、データ収集機器付き温度センサーを保管物設置場所の面積 200m2ごとに 1箇

所設置すること。また、データ収録間隔は 1時間とすること。 

 温度のセンサー部は可燃物を保管している場所で、中心部に近い場所に設置すること。 

 温度計のケーブルを上下シート内に設置する際は、除去土壌等を入れた大型土のう袋の形状の変化

によってケーブルが切断されないよう、波形に配置して余裕を持たせること。 

 温度計のケーブルの末端を保管物設置場所の側面の外に出し、末端の端子を雨水等から保護するた

めの措置を講じること。 
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14 （削除） 

 

15 排水処理 

【留意事項】 

・排水については、雨樋や側溝等を活用して集水し、ポンプ等で回収すること。極力周辺環境に流出し

ないようにすること。 

・側溝等から水があふれないようにすること。 

・竪樋を活用して集水する場合は、竪樋が破損しないよう注意すること。 

 

15.1 排水処理 

15.1.1 排水処理 

15.1.1.1 排水の処理（沈殿処理） 

 受注者は、排水の処理方法及び排水処理後の水質の管理値を適切に設定するとともに、あらかじめ

監督職員に提出し、承諾を得なければならない。 

 水槽等の沈殿施設に回収した排水を、不要な振動を与えないよう留意し、上澄み水と泥が分離する

まで静置し、沈殿させる。凝集剤（PAC：ポリ塩化アルミニウム）等を投入する場合は、30 分以上

静置して沈殿させる。 

 上澄み水については、放射能濃度を測定・記録し、管理値を満たしていることを確認したうえで、

排水する。 

 

15.1.1.2 汚泥処理 

 沈殿により発生した泥を十分に乾燥したうえで耐候性大型土のう袋等に詰め込む。なお、高含水で

詰め込む場合は、水切りで泥が流出しない容器か遮水性のある容器とする。 

 

15.1.1.3-(1) 濁水処理装置設置 

 クレーン等を使用し、濁水処理装置を設置する。 

 

15.1.1.3-(2) 濁水処理装置撤去 

 クレーン等を使用し、濁水処理装置を撤去する。 
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第４章 施工管理 

 

第１節 放射線量測定 

4-1-1 共通事項 

4-1-1-1 通則 

(1) 放射線量の測定は、除染関係ガイドラインに従い、実施すること。 

(2) 測定結果は、監督職員が指示する期日、頻度で報告を行い、また監督職員の請求があった場合は速やか

に提示するとともに、検査時に提出しなければならない。 

 

4-1-1-2 測定方法 

(1) 受注者は、使用環境や使用条件等を勘案し、放射線計測上十分な性能を有する測定機器を選定し、

必要数量を確保すること。 

(2) 受注者は、あらかじめ、測定機器の校正を実施し、品名、製造番号、校正日、有効期限、機器誤差

（同一地点を測定した場合の測定結果の違い）その他の結果を監督職員に提出するとともに、日常

点検を行うこと。 

(3) 空間線量率を測定する場合には、JIS Z 4333 及び以下に示す性能、要件等を満足する放射線サー

ベイメータを用いること。 

   ・測定線種：ガンマ線、エックス線 

   ・校正基準線源：Cs-137 

   ・表示単位：µSv/h 

   ・相対基準誤差：±15%以内 

   ・エネルギー特性：エネルギー範囲60keV～1.5MeV 感度0.85～1.15 

   ・方向特性：±25%以内（±90°の角度範囲） 

   ・応答時間又は時定数：明記されていること 

   ・使用温度範囲：-10～40℃を含むこと 

(4) 表面汚染密度を測定する場合には、JIS Z 4329 に規定される性能、要件等を満足する放射性表面

汚染サーベイメータを用いること。放射性表面汚染サーベイメータを用いて測定した場合、測定し

た係数率（cpm）を記録すること。 

(5) 放射線量の測定は、原則として、乾燥した状態のものを測定すること。 

(6) 測定の具体的手順については、以下及び監督職員の指示に従うこと。 

・放射線測定時の時定数は 10 秒に固定すること 

・測定点において測定器のプローブ（検出部）を保持固定後、30 秒後の数値を読み取り記録するこ

と 

・プローブは地表面に平行にし、体からなるべく離した上で東向きで測定すること 

・指示値の中心を測定値とすること 

 

4-1-2 除染等の措置時の放射線量測定 

4-1-2-1 試験施工 
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(1) 測定は、除染の実施前後において、鉛ブロック等で周囲を囲み、外部からの放射線を遮蔽した上で、

高さ 1cm の位置での空間線量率等を測定すること。 

(2) 除染の実施後の測定を実施する場合は、除染の実施前と同じ測定機器を利用して測定すること。 

 

4-1-2-2 事前測定 

(1) 測定地点は、除染関係ガイドライン第 2編（除染等の措置に係るガイドライン）２（１）の「測定

点の決定」において「除染対象の汚染の程度を確認するための測定点（測定点②）」として示されて

いる測定点を、監督職員との協議の上、除染対象ごとに設定すること。 

(2) (1)に加え、住宅地等、学校、公園（小）、公園（大）及び大型施設のうち比較的高い放射線量の原

因となっている地点（ホットスポット）を、監督職員との協議の上、除染対象ごとに６点（住宅地

等以外においては 1,000m2 当たり１点）程度選定すること。 

(3) 測定地点の位置は、図面、写真等で記録すること。 

(4) 測定は、除染の実施前に、次の放射線量を測定すること。なお、(1)(2)以外に施工管理上必要

な点については監督職員との協議の上選定し、(b)(c)のみ測定すること。(a) 高さ 1m の位置での空

間線量率 

(b) 高さ 1cm の位置での空間線量率 

(c) 高さ 1cm の位置での表面汚染密度 

(5) 測定結果は、日時、場所、測定機器に関する情報、除染場所概略図と測定点を示した図とともに、

保存すること。 

  

4-1-2-3 事後測定 

(1) 4-1-2-2 と同じ地点で測定すること。 

(2) 測定は、除染後速やかに、次の放射線量を測定すること。ただし、水を用いる除染を行った場合は、

原則として、乾燥後に測定すること。なお、事前測定で(b)(c)のみ測定した点については、(b)(c)

のみ測定すること。 

(a) 高さ 1m の位置での空間線量率 

(b) 高さ 1cm の位置での空間線量率 

(c) 高さ 1cm の位置での表面汚染密度 

(3) 測定結果は、事前測定の結果及び日時、場所、測定機器に関する情報、除染場所概略図と測定点を

示した図とともに、保存すること。 

 

4-1-2-4 確認調査 

(1) 測定は、除染の実施前後において、鉛ブロック等で周囲を囲み、外部からの放射線を遮蔽した上で、

高さ 1cm の位置での空間線量率等を測定すること。 

(2) 除染の実施後の測定を実施する場合は、除染の実施前と同じ測定機器を利用して測定すること。 

 

4-1-3 仮置場等の保全、管理及び引継 

(1) 仮置場等の保全・管理は除染関係ガイドライン第２版（平成 25 年 5 月環境省編）第４編（除去土
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壌の保管に係るガイドライン）、廃棄物関係ガイドライン第２版（平成 25年 3 月環境省編）及び別

途監督職員が指示する規定に従うこと。 

(2) 受注者は環境省または環境省の指定する事業者に仮置場等を引き継ぐ際には、①仮置場等の場所に

関する情報、②仮置場等の構造に関する書類、③除去土壌等保管容器に関する情報（保管された除

去土壌等の情報一式）、④仮置場等の測定記録一式、⑤応急処置、修復措置に係る記録一式、⑥原

形復旧計画書、⑦その他の留意事項及びその他監督職員が指示する引き継ぎ書類を作成し円滑に引

き継ぎを行うこと。なお①～⑦の詳細は別途監督職員の指示するとおりとする。 

 

4-1-3-1 除去土壌等搬入前測定 

(1) 測定地点は、仮置場等１ヶ所あたり原則５地点（うち４地点は仮置場等の周囲、うち１地点は仮置

場等の入口）を監督職員との協議の上、設定すること。なお、仮置場等の周囲では各地点で１測定、

仮置場等の入口地点では内向き・外向きの２測定の計６測定を行うものとする。 

(2) 測定は、保管物の取込・設置作業が開始されるに地上高さ 1m の位置での空間線量率を測定するこ

と。 

(3) 測定結果は、日時、場所、測定機器に関する情報、測定点を示した図とともに、保存すること。 

 

4-1-3-2 実施中放射線量測定 

(1) 4-1-3-1 と同じ地点で測定すること。 

(2) 測定は、除去土壌等の搬入が開始されてから上面の遮へい作業が終了するまでの間、毎日 1回、地

上高さ 1m の位置での空間線量率を測定すること。 

(3) 測定結果は、日時、場所、測定機器に関する情報、測定点を示した図とともに、保存すること。 

 

4-1-3-3 除去土壌等搬入完了後放射線量測定 

(1) 測定地点は、4-1-3-1 と同じ地点とする。 

 (2) 測定結果は、日時、場所、測定機器に関する情報、測定点を示した図とともに、保存すること。 

 

 

第２節 仮置場等の管理 

 

4-2-1 保管物設置場所の設置完了後管理 

(1) 除去土壌等の搬入が完了し、上面の遮へい作業が終了後は、環境省または環境省が指定する事業者

に仮置場等の管理の引き継ぎが完了するまで、保管物設置場所ごとに管理を開始し、別途監督職員

が指示する規定に従い仮置場等の管理を適切に行うこと。 

 

 

第３節 施工結果の確認 

 

4-3-1 住宅地等の除染等の措置による施工結果の確認 
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受注者は、住宅地等の除染等の措置を実施した後、その施工結果をとりまとめた報告書を作成するこ

と。また作業責任者(工区長又は職長を想定)は、当該報告書に基づき、住宅地等ごとに施工が適切に行

われたかの確認を行い、その結果を監督職員に提出しなければならない。なお、報告書の様式について

は別途監督職員が指示するものとする。 
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第２節 確認調査 

4-2-1 総則 

(1) 受注者は、監督職員の指示に基づき、実施した除染等の措置と同じ方法で、再度、除染等の措置を

実施し、その放射線量の結果を確認する調査（以下「確認調査」という。）を実施しなければならな

い。 

(2) 確認調査を実施する対象地点及び当該確認調査の結果、再度の除染等の措置の対象となる区域は、

監督職員が指示する。 

(3) 受注者は、確認調査の結果、放射線量が管理値（除染等の措置を追加的に実施した場合の前後にお

ける低減率の標準的な差をいう。以下同じ。）以上に低下したと認められた場合には、監督職員の指

示に基づき、再度の除染等の措置を実施しなければならない。ただし、その低下の原因が、再汚染

等の受注者の責に帰せない場合はこの限りでない。 

 

4-2-2 管理値の決定 

(1) 受注者は、除染対象物及び除染工法ごとの管理値を適切に設定し、その根拠となる資料とともにあ

らかじめ監督職員に提出し、承諾を得なければならない。 

(2) 前項の管理値の承諾を得るに際しては、複数回の除染を行った場合の追加的な除染等の措置の前後

における低減率及びその差を示した書類を添えなければならない。 

 

4-2-3 確認調査の実施 

(1) 受注者は、監督職員の指示に従い、確認調査を実施しなければならない。 

(2) 確認調査における除染等の措置は、実施した除染等の措置と同一の方法で実施しなければならない。 

(3) 放射線量の測定は、4-1-2-4 に従って実施しなければならない。 

(4) 受注者は、確認調査の実施前後の放射線量の測定結果を、速やかに、監督職員に報告しなければな

らない。 

(5) 確認調査の結果は、放射線量の測定測定の結果及び日時、場所、測定機器に関する情報、除染場所

概略図と測定点を示した図とともに、保存すること。 
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第３節 除去土壌等の取扱い 

4-3-1 分別 

大型土のう袋等に除去土壌等を保管する際には、以下の①から⑨までのとおり分別すること。 

 (1) 可燃物： 

① 草木類（剪定枝、落葉、芝、苔、雑草、リター層、伐採木、抜根等。付着する土は可能な

範囲で落とすこと。） 

② その他の可燃廃棄物（タイベックス、ウエス、マスク、フィルタ、ゴム手袋、紙類等） 

(2) 不燃物・混合物： 

③ 土壌等（土類、小石、砂利等。草木類の混入は可能な範囲で除去すること。） 

④ コンクリート殻等（瓦、レンガ、ブロック、岩石等） 

⑤ アスファルト混合物 

⑥ その他の不燃物・混合物（危険物・有害物を除く。） 

(3) 危険物・有害物： 

⑦ 石綿含有建材、 

⑧ 石膏ボード 

⑨ その他の危険物・有害物 

 

4-3-2 線量の測定 

(1) 大型土のう袋等の表面（当該大型土のう袋等の上面から法線方向に 1cm の位置）における空間線量

率を個々の大型土のう袋等ごとに測定し、記録すること。 

(2) 測定結果については、監督職員の請求があった場合は速やかに提示するとともに、検査時に提出し

なければならない。 

(3) 測定結果は、日時、場所、一時保管場所概略図とその中での保管位置を示した図とともに、保存す

ること。 

 

4-3-3 識別番号、タグ等の付与 

(1) 受注者は、大型土のう袋等に、一意の１０桁で構成される番号（環境省が指定する３桁及び受注者

が任意に設定する７桁）を付与すること。 

(2) 受注者は、以下の要件を満たすタグ等を大型土のう袋等に添付すること。なお、受注者は、具体的

なタグの様式を事前に監督職員に示し、承諾を得なければならない。 

① 除染等の措置、仮置場等への搬入及び保管等の一連の条件下において、少なくとも３年間、記載

されている情報が判読できるよう耐腐食性、耐候性、耐久性を有する素材及び表面加工（有害性

を有さないものに限る。）がなされていること。 

② 大型土のう袋等の識別番号及び当該識別番号と関連づけられた QR コード（二次元バーコード）

が記載されていること。なお、QR コードは原則として１辺を 15mm とし、各辺 2mm の白色の余白

をとること（QR コードの背景は一辺 19mm の白色部分とすること）。 

③ 少なくとも３年間、記載されている情報が判読不能とならないような方法（印字、刻印が望まし

い）で記載されていること。 
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④ 30mm×50mm 以上であること。 

⑤ 内容物ごとに下表のとおり分類で色の識別がされていること。ただし指定した色の仕様が困難な

場合には監督職員と協議の上、変更することができる。 

 

 色名 内 容 物 

A 白色 土壌等（土類、小石、砂利等） 

B 緑色 腐敗性可燃物（剪定枝、落葉、芝、苔、雑草、リター層、伐採木、抜根等） 

C 黄色 可燃物（タイベック、ウエス、マスク、フィルタ、ゴム手袋、紙類等） 

D 青色 不燃物（コンクリート殻等(瓦、レンガ、ブロック、岩石等）、アスファルト混合

物、汚泥等) 

E 黒色 焼却灰 

F 赤色 危険物 (石綿含有物、有害物質に汚染された土壌等) 

 

(3) 大型土のう袋等とタグ等は、少なくとも 3年間の耐腐食性、耐候性、耐久性を有する素材（有害性

を有さないものに限る。）のひも、バンド等を利用して、２カ所以上で結束されていること。なお、

結束場所は、原則として大型土のう袋等の上部とし、結束の際には大型土のう袋等を損傷させない

よう配慮すること。 

 

4-3-4 保管台帳の作成 

受注者は、放射性物質汚染対処特措法第３１条第３項に定める除去土壌等の保管の台帳を作成し、こ

れを管理しなければならない。また、既に保管されている除去土壌等を運搬した場合には、監督職員か

ら貸与された除去土壌等保管台帳に必要事項を追記しなければならない。なお、除去土壌等保管台帳の

記入内容については、監督職員の指示に従うこと。 
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第５章 報 告  

 

第１節 報告・提出書類 

 

5-1-1 提出書類 

(1) 受注者は、別添「提出書類一覧表」に定める書類を監督職員または提出書類一覧表に記載されて

いる者に提出すること。その他監督職員より指示する書類を随時提出すること。 

(2) 上記書類の電子データを収納した電子媒体（２部）も併せて提出すること。なお、電子データの

使用及び記載事項は別添によること。 

 

5-1-2 除染管理情報 

(1) 受注者は、本業務に係る情報の管理を主に担当する情報担当者を設置すること。 

(2) 受注者は、次の頻度で下記の情報を環境省に提出すること。 

① 毎月 1 回 提出日の 7日前までに発生した別添「情報項目」に定める除染管理情報（別途指示

する書式に従って提出すること） 

② 開始時、変更発生時 別添「情報項目」に定める除染管理情報（別添指示する書式に従って提

出すること） 

 

5-1-3 住宅地等の除染結果の報告 

 受注者は、住宅地等の除染等の措置を実施した後、原則 10 日以内に、監督職員の指示に基づき、住

宅地等毎に下記の資料を作成し、除染結果報告書として監督職員に提出すること。なお写真は写真撮影

基準に従い撮影すること。 

・除染実施前後の空間線量率及び表面汚染密度の測定値を、測定箇所位置図に記録したもの 

・除染実施前後の空間線量率及び表面汚染密度の測定値の一覧表 

・除染実施前後の住宅地等の代表的な状況が把握できる写真 

・現況確認書において除染実施前にすでに損壊している箇所がある場合、除染実施前後の当該損壊箇

所の写真 

 

第２節 関係人に対する除染結果の報告 

 

5-2-1 関係人に対する住宅地等の除染結果の報告 

 受注者は、関係人のうち住宅地等に係る権利を有する関係人（以下「住宅地等関係人」という。）に

対して、監督職員が示す除染結果の報告に係る手引きに従い、監督職員による指示を受けてから、除染

等の措置の結果を除染等の措置を実施した現場で対面による説明（以下「現地説明」という。）等除染

結果の報告に係る必要な措置を講じることとする。 

(1) 受注者は、5-1-3 に示す除染結果報告書を作成する。 
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(2) 受注者は、別途提供する関係人の名簿に基づき、本業務で除染等の措置を講じた住宅地等関係人

に対し、電話等の方法で、現地説明の目的等を説明し、その日時等について調整を行い、了解を得

る。なお、住宅地等関係人に対しては、交通費、立会謝金等は支払わない。 

(3) 住宅地等関係人が、除染等の措置を実施した現場以外の場所での対面による説明を希望する場合

は、その旨を監督職員に報告した上で、当該住宅地等関係人に対する説明を（５）①に従い行うこ

ととする。 

(4) 住宅地等関係人が現地説明を希望しない場合は、その旨を監督職員に報告した上で、当該住宅地

等関係人に対する現地説明は行わず、除染結果報告書を郵送等の方法により速やかに送付する。 

(5) 現地説明は以下のとおり行うこと。 

① 住宅地等関係人に対する説明は、２名以上の者を一組として行うこととし、除染結果報告書を

基に除染の内容・結果について手引きに従い説明を行う。 

② 住宅地等関係人に対して屋内（当該住宅地等関係人が建物の占有者である場合に限る。）及び

屋外における放射線量の測定を希望するかを質問し、測定依頼があった場合には、第４章

4-1-1-1 及び 4-1-1-2 に従い、当該住宅地等関係人が有する土地等の屋内外における放射線量の

測定を行い、測定の結果を日時、場所、測定機器に関する情報、除染場所概略図と測定点を示

した図とともに記録する。なお測定点数は、屋内、屋外とも５点程度とする。 

(6) 現地説明等を実施後、速やかに、その結果を除染結果報告書及び放射線量の測定記録とあわせ監

督職員に報告する。 

(7) 上記住宅地等の関係人の他、別途監督職員の指示する関係人に対して除染結果報告を行うこと。 
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除染等工事施工管理基準 

 

 この除染等工事施工管理基準（以下「管理基準」という。）は、除染等工事共通仕様書に規定する施工管理基

準を定めたものである。 

 

１．目的 

この管理基準は、除染工事の施工について、契約図書に定められた工期、除染対象物及び除染等工事

目的物の出来形及び品質規格の確保を図ることを目的とする。 

 

２．適用 

この管理基準は、環境省が発注する除染等工事について適用する。 

ただし、設計図書に明示されていない仮設構造物は除くものとする。また、規模、施工条件等により、この

管理基準により難い場合、または基準、規格値が定められていない工種については、監督職員と協議の上、

施工管理を行うものとする。 

 

３．構成 

                          工程及び進捗管理 

                出来形管理 

           品質管理 

                写真管理 

                  

４．管理の実施 

（１） 請負者は、工事の施工前に、施工管理計画及び施工管理担当者を定めなければならない。 

（２） 施工管理担当者は、当該工事の施工内容を把握し、適切な施工管理を行わなければならない。 

（３） 請負者は、測定(試験)等を工事の施工と並行して、管理の目的が達せられるよう速やかに実施しなければ

ならない。 

（４） 請負者は、測定(試験)等の結果をその都度管理図表等に記録し、適切な管理のもとに保管し、監督職員

の請求に対し速やかに提示するとともに、工事完成時に提出しなければならない。 

 

５．管理項目及び方法 

（１） 工程及び進捗管理 

① 請負者は、適切な工程管理(地図及びネットワーク、バーチャート方式など)を行うものとする。 

② 請負者は、着手から完了までの日について、天候、作業場所、作業内容、出役人員、出来形数量、使用

機械、作業区域の放射線量等及び指示、承諾、協議事項等を記入するとともに写真管理基準に従った

作業記録写真及び監督職員が示す除染等の措置の結果等に関するチェックリストを添付した作業日報

を作成するものとする。  

 

（２） 出来形管理 

施工管理 
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 請負者は、除染等工事共通仕様書において規格値が定められている工種については、表１に定める出来

形管理基準に定める測定項目及び測定基準により実測し、設計値と実測値を対比して記録した出来形管理

図表を作成し管理するものとする。 

また、適切な方法により出来形数量を管理するものとする。 

 

（３） 品質管理 

請負者は、除染等工事に使用する材料の品質を、表２に定める品質管理基準により適正に確保しなけれ

ばならない。その場合において、試験区分で「必須」とされている項目は全面的に実施し、「その他」となって

いる項目は、設計図書で指定するもの及び監督職員が指示するものを実施するものとする。 

なお、請負者は、工事の種類、規模、施工条件等により本基準によりがたい場合は、監督職員の承諾を

得て、他の方法によることができる。 

 

（４） 写真管理 

請負者は、工事写真を施工管理の手段として、表３に定める写真管理基準により各工事の施工段階及び

工事完成後明視できない箇所の施工状況、出来形寸法、品質管理状況、工事中の災害写真等を撮影し、

適切な管理のもとに保管し、監督職員の請求に対し速やかに提示するとともに、工事完成時に提出しなけれ

ばならない。 

 

６．規格値 

 請負者は、除染等工事共通仕様書により測定した各実測値は、すべて規格値を満足しなければならない。 
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表１ 出来形管理基準 

工種 

出来形の測定管理 規格

値 

(mm) 

備考 測定基準 項目 

住宅地

等 

砂利、砕石の

除去 

（1.4.1.7） 

 

・施工面積 1000m2 につき１カ所（施工面積が 1000m2

以下の場合は、１施工箇所につき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点の施工前の現況

の標高から規格値(5cm)分低い値 

・施工後の地盤面を標高測定により直接測定 

基準高 ±10 

 

 

砂利、砕石の

被覆 

（1.4.1.8） 

 

・施工面積 1000m2 につき１カ所（施工面積が 1000m2

以下の場合は、１施工箇所につき１カ所）を測定 

・基準高は、測定値点ごとに当該地点における「砂利、

砕石の除去（1.4.1.7）」の施工前の標高の値 

・施工後の地盤面を標高測定による直接測定 

基準高 ±10 

 

表土の削り取

り 

(1.4.1.9) 

・施工面積 1000m2 につき１カ所（施工面積が 1000m2

以下の場合は、１施工箇所につき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点の施工前の現況

の標高から規格値(5cm)分低い値 

・施工後の地盤面を標高測定により直接測定 

基準高 

 

±10  

土地表面の

被覆 

(1.4.1.10) 

 

・施工面積 1000m2 につき１カ所（施工面積が 1000m2

以下の場合は、１施工箇所につき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点における「表土の

削り取り（1.4.1.9）」の施工前の標高の値 

・施工後の地盤面を標高測定による直接測定 

基準高 ±10 

 

天地返し 

(1.4.1.15) 

施工面積1000m2 につき１カ所（施工面積が1000m2以

下の場合は、１施工箇所につき１カ所）、次の①～④を

測定 

 

 

 

 

 

① 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(10cm)下が

った地点 

・表層土のはぎ取り後の地盤面(V1)を標高測定により直

接測定 

 

 

 

 

 

基準高 ±10 

 

h1 

V0 

V1 



80 

 

② 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(30cm)下が

った地点 

・下層土のはぎ取り後の地盤面(V2)を標高測定により直

接測定 

 

 

 

 

 

 

 

基準高 管理 

③ 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(20cm)下が

った地点 

・表層土を敷均した後の地盤面(V3)を標高測定により

直接測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準高 管理 

 

④ 

・基準高は、「表土の削り取り（1.4.1.9）」の施工前の現

況 

・下層土を敷均した後の地盤面を標高測定による直接

測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準高 ±10 

 

V2 

h2 

V0 

C1 

C2 

h3 
V3 

V0 

h3 
V3 

V0 
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学校 砂利、砕石の

除去 

（2.4.3.2） 

・施工面積 1000m2 につき１カ所（施工面積が 1000m2

以下の場合は、１施工箇所につき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点の施工前の現況

の標高から規格値(5cm)分低い値 

・施工後の地盤面を標高測定により直接測定 

基準高 ±10 

 

 

砂利、砕石の

被覆 

（2.4.3.3） 

・施工面積 1000m2 につき１カ所（施工面積が 1000m2

以下の場合は、１施工箇所につき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点における「砂利、

砕石の除去（2.4.3.2）」の施工前の標高の値 

・施工後の地盤面を標高測定による直接測定 

基準高 ±10 

 

表土の削り取

り 

(2.4.4.2) 

・施工面積 1000m2 につき１カ所（施工面積が 1000m2

以下の場合は、１施工箇所につき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点の施工前の現況

の標高から規格値(5cm)分低い値 

・施工後の地盤面を標高測定により直接測定 

基準高 

 

±10  

土地表面の

被覆 

(2.4.4.3) 

・施工面積 1000m2 につき１カ所（施工面積が 1000m2

以下の場合は、１施工箇所につき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点における「表土の

削り取り（2.4.4.2）」の施工前の標高の値 

・施工後の地盤面を標高測定による直接測定 

基準高 ±10 

 

天地返し 

(2.4.4.4) 

施工面積1000m2 につき１カ所（施工面積が1000m2以

下の場合は、１施工箇所につき１カ所）、次の①～④を

測定 

 

 

 

 

 

① 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(10cm)下が

った地点 

・表層土のはぎ取り後の地盤面(V1)を標高測定により直

接測定 

 

 

 

 

 

 

基準高 ±10 

 

② 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(30cm)下が

った地点 

・下層土のはぎ取り後の地盤面(V2)を標高測定により直

基準高 管理 

h1 

V0 

V1 
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接測定 

 

 

 

 

 

 

 

③ 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(20cm)下が

った地点 

・表層土を敷均した後の地盤面(V3)を標高測定により

直接測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準高 管理 

 

④ 

・基準高は、「表土の削り取り（2.4.4.2）」の施工前の現

況 

・下層土を敷均した後の地盤面を標高測定による直接

測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準高 ±10 

 

公 園

（小） 

砂利、砕石の

除去 

（3.4.3.2） 

1.4.1.7 と同じ    

砂利、砕石の 1.4.1.8 と同じ   

V2 

h2 

V0 

C1 

C2 

h3 
V3 

V0 

h3 
V3 

V0 



83 

 

被覆 

（3.4.3.3） 

表土の削り取

り 

(3.4.4.1) 

1.4.1.9 と同じ    

土地表面の

被覆 

(3.4.4.2) 

1.4.1.10 と同じ   

天地返し 

(3.4.4.3) 

1.4.1.15 と同じ    

公 園

（大） 

 

 

 

 

 

 

 

砂利、砕石の

除去 

（4.4.3.2） 

1.4.1.7 と同じ    

砂利、砕石の

被覆 

（4.4.3.3） 

1.4.1.8 と同じ   

表土の削り取

り 

(4.4.4.2) 

2.4.4.2 と同じ    

土地表面の

被覆 

(4.4.4.3) 

2.4.4.3 と同じ   

天地返し 

(4.4.4.4) 

2.4.4.4 と同じ    

大型施

設 

砂利、砕石の

除去 

（5.4.3.2） 

2.4.3.2 と同じ    

砂利、砕石の

被覆 

（5.4.3.3） 

2.4.3.3 と同じ   

表土の削り取

り 

(5.4.4.2) 

2.4.4.2 と同じ    

土地表面の

被覆 

(5.4.4.3) 

2.4.4.3 と同じ   

天地返し 

(5.4.4.4) 

2.4.4.4 と同じ    



84 

 

道路 表土の削り取

り 

(6.2.1.2) 

・道路中心で40m毎、40m以下の場合は、１施工箇所に

つき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点の施工前の現況

の標高（最大高）から規格値(10cm)分低い値 

・施工後の地盤面を標高測定により直接測定 

基準高 

 

±10  

土地表面の

被覆 

(6.2.1.3) 

・道路中心で40m毎、40m以下の場合は、１施工箇所に

つき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点における「表土の

削り取り（6.2.1.2）」の施工前の標高の値 

・施工後の地盤面を標高測定による直接測定 

基準高 ±10 

 

天地返し 

(6.2.1.4) 

・道路中心で40m毎、40m以下の場合は、１施工箇所に

つき１カ所）を測定 

 

 

 

 

 

 ① 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(10cm)下が

った地点 

・表層土のはぎ取り後の地盤面(V1)を標高測定により直

接測定 

 

 

 

 

 

 

基準高 ±10 

 

 

 ② 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(30cm)下が

った地点 

・下層土のはぎ取り後の地盤面(V2)を標高測定により直

接測定 

 

 

 

 

 

 

 

基準高 管理  

 ③ 

・基準高は、施工前の現況(V0)から規格値(20cm)下が

った地点 

基準高 管理 

 

 

h1 

V0 

V1 

V2 

h2 

V0 

C1 

C2 
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・表層土を敷均した後の地盤面(V3)を標高測定により

直接測定 

 

 

 

 ④ 

・基準高は、「表土の削り取り（2.4.4.2）」の施工前の現

況 

・下層土を敷均した後の地盤面を標高測定による直接

測定 

 

 

 

 

 

 

基準高 ±10 

 

 

砂利、砕石の

除去 

（6.2.2.3） 

・道路中心で40m毎、40m以下の場合は、１施工箇所に

つき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点の施工前の現況

の標高（最大高）から規格値(10cm)分低い値 

・施工後の地盤面を標高測定により直接測定 

基準高 ±10 

 

 

砂利、砕石の

被覆 

（6.2.2.4） 

・道路中心で40m毎、40m以下の場合は、１施工箇所に

つき１カ所）を測定 

・基準高は、測定地点ごとに当該地点における「砂利、

砕石の除去（6.2.2.3）」の施工前の標高の値 

・施工後の地盤面を標高測定による直接測定 

基準高 ±10 

 

農地 

（水田） 

表土の削り取

り 

(8.1.2.2-(1)- 

①、②) 

(8.1.2.2-(2)-

①) 

・農地10a当たり１カ所（施工面積が10a未満の場合は、

１施工箇所当たり１ヵ所）を測定 

・基準高は、施工前の現況から規格値（5cm）下がった

地点 

・施工後の地盤面を標高測定により直接測定 

基準高 ±10 

 

 

h3 
V3 

V0 
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反転耕 

(8.1.2.4-(1)) 

(8.1.2.4-(2)) 

(8.1.2.4-(4)) 

・農地10a当たり１カ所（施工面積が10a未満の場合は、

１施工箇所当たり１ヵ所）を測定 

・つぼ掘による直接測定(T) 

厚さ ＋ 管

理 

 

 

深耕 

(8.1.2.5) 

・農地10a当たり１カ所（施工面積が10a未満の場合は、

１施工箇所当たり１ヵ所）を測定 

・つぼ掘による直接測定(T) 

厚さ ＋ 管

理 

 

 

客土 

(8.1.2.6) 

・農地10a当たり１カ所（施工面積が10a未満の場合は、

１施工箇所当たり１ヵ所）を測定 

・つぼ掘による直接測定(T) 

厚さ ±

20％ 

 

天地返し 

(8.1.2.8) 

2.4.4.4 と同じ（頻度については、農地 10a 当たり１カ所

（施工面積が 10a 未満の場合は、１施工箇所当たり１ヵ

所）を測定） 

  

 

 

農地 

（畑） 

表土の削り取

り 

(8.2.2.2-(1)) 

(8.2.2.2-(2)) 

8.1.2.2-(1)-①、8.1.2.2-(1)-②、8.1.2.2-(2)-①と同じ    

反転耕 

(8.2.2.4-(1)) 

(8.1.2.4-(2)) 

(8.1.2.4-(4)) 

8.1.2.4-(1)、8.1.2.4-(2)、8.1.2.4-(4)と同じ    

深耕 

(8.2.2.5) 

8.1.2.5と同じ    

客土 

(8.2.2.6) 

8.1.2.6と同じ    

天地返し 

(8.2.2.8) 

2.4.4.4と同じ（頻度については、農地10a当たり１カ所

（施工面積が10a未満の場合は、１施工箇所当たり１ヵ

所）を測定） 

   

農地 

（ 牧 草

地） 

表土の削り取

り 

(8.3.2.1) 

8.1.2.2-(1)-①、8.1.2.2-(1)-②、8.1.2.2-(2)-①と同じ    

反転耕 

(8.3.2.2) 

8.1.2.4-(1)、8.1.2.4-(2)、8.1.2.4-(4)と同じ    

深耕 

(8.3.2.3) 

8.1.2.5と同じ    

客土 

(8.3.2.4) 

8.1.2.6と同じ    
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農地 

（畦畔） 

表土の削り取

り 

(8.5.1.2-(1)) 

・畦畔の中心線延長 500m 当たり１カ所（施工延長が

500m 未満の場合は、１施工箇所当たり１ヵ所）を測定 

・基準高は、施工前の現況から規格値（5cm）下がった

地点 

・施工後の地盤面を標高測定により直接測定 

基準高 ±10 

 

 

畦畔復旧 

(8.5.1.3) 

・畦畔の中心線延長 500m 当たり１カ所（施工延長が

500m 未満の場合は、１施工箇所当たり１ヵ所）を測定 

・つぼ掘による直接測定(T)  

厚さ ±

20％ 

 

果樹園 表土の削り取

り 

(10.1.4.1) 

・果樹園 10a 当たり１カ所（施工面積が 10a 未満の場合

は、１施工箇所当たり１ヵ所）を測定 

・つぼ掘による直接測定(T)  

厚さ ±

20％ 

 

客土 

(10.1.4.2) 

・果樹園 10a 当たり１カ所（施工面積が 10a 未満の場合

は、１施工箇所当たり１ヵ所）を測定 

・つぼ掘による直接測定(T)  

厚さ ±

20％ 

 

規格値は、試験施工の結果に基づき、変更することがある。 

その他の出来形管理については、国土交通省編「土木工事施工管理基準及び規格値」を準拠する。 
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表２ 品質管理基準 

工種 種別 区分 試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘要 

住宅地等、

学 校 、 公

園、大型施

設、農地 

客土材料 必須 放射性セシウ

ム濃度の測

定 

ゲルマニウム半

導体検出器を

用いたガンマ線

スペクトロメトリ

ー 

セシウム１３４

及びセシウム

１３７の合計値

が 400 ベクレ

ル/kg 以下 

資材搬入前

に産地毎に１

回 

 

 

その他の品質管理については、国土交通省編「土木工事施工管理基準及び規格値」を準拠する。 
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写真管理基準 

 

 

（適用範囲） 

１．この写真管理基準は、除染等工事施行管理基準に定める除染等工事の工事写真（電子媒体によるものを

含む。）の撮影に適用する。 

 

（工事写真の分類） 

２．工事写真は次のように分類する。 

 

着手前及び完成写真（既済部分写真等を含む。） 

施工状況写真 

安全管理写真 

工事使用材料写真 

工事写真   品質管理写真 

出来形管理写真 

災害写真 

事故写真 

その他（公害、環境、補償等） 

 

（工事写真の撮影基準） 

３．工事写真の撮影は以下の要領で行う。 

(1) 撮影頻度 

工事写真の撮影頻度は撮影箇所一覧表（表３）に示すものとする。 

(2) 撮影方法 

写真撮影にあたっては、次の項目のうち必要事項を記載した小黒板を文字が判読できるよう被写体とと

もに写しこむものとする。 

① 工事名 

② 工種等 

③ 測点（位置） 

④ 設計寸法 

⑤ 実測寸法 

⑥ 略図 

小黒板の判読が困難となる場合は、別紙に必要事項を記入し、写真に添付して整理する。また、特殊な

場合で監督職員が指示するものは、指示した項目を指示した頻度で撮影するものとする。なお、施工管理

データを搭載したトータルステーションによる出来形管理を行う場合は、上記の④～⑥を省略しても良い。 

 

（写真の省略） 
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４．工事写真は次の場合に省略するものとする。 

(1) 品質管理写真について、公的機関で実施された品質証明書を保管整備できる場合は、撮影を省略する

ものとする。 

(2) 出来形管理写真について、完成後測定可能な部分については、出来形管理状況のわかる写真を工種

ごとに１回撮影し、後は撮影を省略するものとする。 

(3) 監督職員または委託監督員が臨場して段階確認した箇所は、出来形管理写真の撮影を省略するものと

する。 

 

（写真の色彩） 

５．写真はカラーとする。 

 

（写真の大きさ） 

６．写真の大きさは、サービスサイズ程度とする。 ただし、監督職員が指示するものは、その指示した大きさとす

る。 

 

（工事写真帳の大きさ） 

７．工事写真帳は、４切版のフリーアルバム又はＡ４版とする。 

 

（工事写真の提出部数及び形式） 

８．工事写真の提出部数及び形式は次によるものとする。 

(1) 工事写真として、工事写真帳と原本を工事完成時に各１部提出する。 

(2) 原本としては、ネガ（ＡＰＳの場合はカートリッジフィルム）または電子媒体とする。 

 

（工事写真の整理方法） 

９．工事写真の整理方法は次によるものとする。 

(1) 工事写真の原本をネガで提出する場合は密着写真とともにネガアルバムに、撮影内容等がわかるように

整理し提出する。ＡＰＳのカートリッジフィルムで提出する場合はカートリッジフィルム内の撮影内容がわか

るように明示し、インデックス・プリントとともに提出する。 

(2) 工事写真帳の整理については、工種毎に別紙撮影箇所一覧表の整理条件に示すものを標準とする。

なお、整理条件とは受注者が撮影頻度に基づき撮影した工事写真のうち、工事写真帳として貼付整理し

提出する枚数を示したものである。 

(3)工事写真の原本を電子媒体で提出する場合は、国土交通省編「デジタル写真管理情報基準」に基づき

整理し提出するものとする。この場合、工事写真帳の提出は不要とする。 

 

（留意事項等） 

１０．別紙撮影箇所一覧表の適用について、次の事項を留意するものとする。 

(1) 撮影項目、撮影頻度等が工事内容に合致しない場合は、監督職員の指示により追加、削減するものと

する。 
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(2) 施工状況等の写真については、ビデオ等の活用ができるものとする。 

(3) 不可視となる出来形部分については、出来形寸法（上墨寸法含む。）が確認できるよう、特に注意して撮

影するものとする。 

(4) 撮影箇所がわかりにくい場合には、写真と同時に見取り図等を工事写真帳に添付する。 

(5) 撮影箇所一覧表に記載のない工種については監督職員と写真管理項目を協議のうえ取り扱いを定める

ものとする。 

 

（その他） 

１１．用語の定義 

(1) 代表箇所とは、当該工種の代表箇所でその仕様が確認できる箇所をいう。 

(2) 適宜とは、設計図書の仕様が写真により確認できる必要最小限の箇所や枚数のことをいう。 

(3) 整理条件の不要とは、原本は提出するが、工事写真帳として貼付整理し提出する必要がないことをい

う。 
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表３ 撮影箇所一覧表 

区分 
写真管理項 

摘要 
撮影項目 撮影頻度（時期） 提出頻度 

着手

前・

完成 

着手前 全景又は代表部分

写真 
着手前１回（着手前） 着手前１

枚 
 

完成 全景又は代表部分

写真 

施工完了後１回（完成後） 施工完了

後１枚 

 

施工

状況 

工事施工中 

 

全景又は代表部分

の工事進捗状況 
月１回（月末） 不要  

施工中の写真 工種、種別毎に共通仕様書及び

諸基準に従い施工していることが

確認できるように適宜（施工中） 

適宜 

 

 

 高度技術・創意工夫・社会性等に

関する実施状況が確認できるよう

に適宜（施工中） 

不要 実施状況

の提出資

料に添付 

仮設(指定

仮設) 

使用材料、仮設状

況、形状寸法 

１施工箇所に１回（施工前後） 代表箇所

１枚 

 

図面との不

一致 

図面と現地との不一

致の写真 

必要に応じて（発生時） 不要  

安全管理 

 

各種標識類の設置

状況 

種類毎に１回（設置後） 不要  

各種保安施設の設

置状況 

種類毎に１回（設置後） 不要  

交通整理状況 各１回（作業中） 不要  

安全訓練等の実施

状況 
実施毎に１回（実施中） 不要 実施状況

資料に添

付する 

使用材料 

 

形状寸法 

 

品目毎に１回（使用前） 不要 品質証明

に添付する 

検査実施状況 品目毎に１回（検査時） 不要  

出来型管理 表４ 撮影箇所一覧表に準じる  

不可視部分の施工 適宜  

出来形管理が定め

られていない 

監督職員と協議事項 適宜  

災害 被災状況 被災状況及び被災

規模等 

その都度 

（被災前、被災直後、被災後） 
適宜  

事故 事故報告 事故の状況 その都度 

（発生前、発生直後、発生後） 
適宜  

その

他 

補償関係 被害又は損害状況

等 

その都度 

（発生前、発生直後、発生後） 
適宜  

環境対策 各施設設置状況 各種毎１回 

（設置後） 
適宜  

 



93 

 

表４ 撮影箇所一覧表（出来形管理） 

工種 
 

頻度 備考 
撮影項目 撮影時期 

住宅地

等 

砂利、砕石

の除去 

（1.4.1.7） 

 

基準高（施工前の現況）(V0)及び

施工後の地盤面(V1)のそれぞれ

の測量値が分かる画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所） 

 

砂利、砕石

の被覆 

（1.4.1.8） 

 

施工後の地盤面の測量値が分か

る画面 

作業後 施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所） 

表土の削り

取り 

(1.4.1.9) 

基準高（施工前の現況）(V0)及び

施工後の地盤面(V1)のそれぞれ

の測量値が分かる画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所） 

 

土地表面の

被覆 

(1.4.1.10) 

 

施工後の地盤面の測量値が分か

る画面 

作業後 施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所） 

天地返し 

(1.4.1.15) 

①基準高（施工前の現況）(V0)及

び表層土のはぎ取り後の地盤面

(V1)のそれぞれの測量値が分か

る画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所 

 

②基準高（施工前の現況）(V0)及

び下層土のはぎ取り後の地盤面

(V2)のそれぞれの測量値が分か

る画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所 

③基準高（施工前の現況）(V0)及

び表層土を敷均した後の地盤面

(V3) のそれぞれの測量値が分か

る画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所 

④下層土を敷均後の地盤面 (V4) 

のそれぞれの測量値が分かる 

作業後 施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所 

学校 

 

砂利、砕石

の除去 

（2.4.3.2） 

基準高（施工前の現況）(V0)及び

施工後の地盤面(V1)のそれぞれ

の測量値が分かる画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１
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施工箇所につき１カ所） 

砂利、砕石

の被覆 

（2.4.3.3） 

施工後の地盤面の測量値が分か

る画面 

作業後 施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所） 

表土の削り

取り 

(2.4.4.2) 

基準高（施工前の現況）(V0)及び

施工後の地盤面(V1)のそれぞれ

の測量値が分かる画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所） 

 

土地表面の

被覆 

(2.4.4.3) 

施工後の地盤面の測量値が分か

る画面 

作業後 施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所） 

天地返し 

(2.4.4.4) 

①基準高（施工前の現況）(V0)及

び表層土のはぎ取り後の地盤面

(V1)のそれぞれの測量値が分か

る画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所 

 

②基準高（施工前の現況）(V0)及

び下層土のはぎ取り後の地盤面

(V2)のそれぞれの測量値が分か

る画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所 

③基準高（施工前の現況）(V0)及

び表層土を敷均した後の地盤面

(V3) のそれぞれの測量値が分か

る画面 

作業前 

作業後 

施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所 

④下層土を敷均後の地盤面 (V4) 

のそれぞれの測量値が分かる 

作業後 施工面積 1000m2 につき

１ カ 所 （ 施 工 面 積 が

1000m2 以下の場合は、１

施工箇所につき１カ所 

公 園

（小） 

砂利、砕石

の除去 

（3.4.3.2） 

1.4.1.7 と同じ    

砂利、砕石

の被覆 

（3.4.3.3） 

1.4.1.8 と同じ   

表土の削り

取り 

(3.4.4.1) 

1.4.1.9 と同じ    
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土地表面の

被覆 

(3.4.4.2) 

1.4.1.10 と同じ   

天地返し 

(3.4.4.3) 

1.4.1.15 と同じ 

 

   

公 園

（大） 

砂利、砕石

の除去 

（4.4.3.2） 

1.4.1.7 と同じ    

砂利、砕石

の被覆 

（4.4.3.3） 

1.4.1.8 と同じ   

表土の削り

取り 

(4.4.4.2) 

2.4.4.2 と同じ    

土地表面の

被覆 

(4.4.4.3) 

2.4.4.3 と同じ   

 天地返し 

(4.4.4.4) 

2.4.4.4 と同じ 

 

   

大型施

設 

砂利、砕石

の除去 

（5.4.3.2） 

1.4.1.7 と同じ    

砂利、砕石

の被覆 

（5.4.3.3） 

1.4.1.8 と同じ    

表土の削り

取り 

(5.4.4.2) 

2.4.4.2 と同じ    

土地表面の

被覆 

(5.4.4.3) 

2.4.4.3 と同じ   

天地返し 

(5.4.4.4) 

2.4.4.4 と同じ 

 

   

道路 表土の削り

取り 

(6.2.1.2) 

2.4.4.2 と同じ  道路中心で 40m 毎、40m

以下の場合は、１施工箇

所につき１カ所）を測定 

 

土地表面の

被覆 

2.4.4.3 と同じ  道路中心で 40m 毎、40m

以下の場合は、１施工箇
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(6.2.1.3) 所につき１カ所）を測定 

天地返し 

(6.2.1.4) 

2.4.4.4 と同じ  道路中心で 40m 毎、40m

以下の場合は、１施工箇

所につき１カ所）を測定 

 

砂利、砕石

の除去 

（6.2.2.3） 

2.4.3.2 と同じ  道路中心で 40m 毎、40m

以下の場合は、１施工箇

所につき１カ所）を測定 

 

砂利、砕石

の被覆 

（6.2.2.4） 

2.4.3.3 と同じ  道路中心で 40m 毎、40m

以下の場合は、１施工箇

所につき１カ所）を測定 

農地 

（水田） 

表土の削り

取り 

(8.1.2.2) 

基準高（施工前の現況）(V0)及び

施工後の地盤面(V1)のそれぞれ

の測量値が分かる画面 

作業後 農地 10a 当たり１カ所（施

工面積が 10a 未満の場合

は、１施工箇所当たり１ヵ

所）、畦畔10a当たり２カ所 

 

水による土

壌撹拌・除

去 

(8.1.2.3) 

つぼ掘断面の施工厚さ 

 

作業後 ほ場ごとに１カ所  

反転耕 

(8.1.2.4) 

つぼ掘断面の施工厚さ 

 

作業後 農地 10a 当たり１カ所（施

工面積が 10a 未満の場合

は、１施工箇所当たり１ヵ

所）、畦畔10a当たり２カ所 

 

深耕 

(8.1.2.5) 

つぼ掘断面の施工厚さ 

 

作業後 農地 10a 当たり１カ所（施

工面積が 10a 未満の場合

は、１施工箇所当たり１ヵ

所）、畦畔10a当たり２カ所 

 

客土 

(8.1.2.6) 

つぼ掘断面の施工厚さ 

 

作業後 

 

農地 10a 当たり１カ所（施

工面積が 10a 未満の場合

は、１施工箇所当たり１ヵ

所）、畦畔10a当たり２カ所 

 

天地返し 

(8.1.2.8) 

2.4.4.4 と同じ   

 

 

農地 

（畑） 

表土の削り

取り 

(8.2.2.2) 

8.1.2.2と同じ    

水による土

壌撹拌・除

去 

8.1.2.3と同じ    
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(8.2.2.3) 

反転耕 

(8.2.2.4) 

8.1.2.4と同じ    

深耕 

(8.2.2.5) 

8.1.2.5と同じ    

客土 

(8.2.2.6) 

8.1.2.6と同じ    

天地返し 

(8.2.2.8) 

2.4.4.4と同じ    

農地 

（ 牧 草

地） 

表土の削り

取り 

(8.3.2.1) 

8.1.2.2と同じ    

反転耕 

(8.3.2.2) 

8.1.2.4と同じ    

深耕 

(8.3.2.3) 

8.1.2.5と同じ    

客土 

(8.3.2.4) 

8.1.2.6と同じ 

 

   

農地 

（畦畔） 

表土の削り

取り 

(8.5.1.2) 

基準高（施工前の現況）(V0)及び

施工後の地盤面(V1)のそれぞれ

の測量値が分かる画面 

作業後 農地 10a 当たり１カ所（施

工面積が 10a 未満の場合

は、１施工箇所当たり１ヵ

所）、畦畔10a当たり２カ所 

 

畦畔復旧 

(8.5.1.3) 

つぼ掘断面の施工厚さ 

 

作業後 

 

農地 10a 当たり１カ所（施

工面積が 10a 未満の場合

は、１施工箇所当たり１ヵ

所）、畦畔10a当たり２カ所 

 

果樹園 表土の削り

取り 

(10.1.4.1) 

基準高（施工前の現況）(V0)及び

施工後の地盤面(V1)のそれぞれ

の測量値が分かる画面 

作業後 果樹園 10a 当たり１カ所

（施工面積が 10a 未満の

場合は、１施工箇所当たり

１ヵ所）、畦畔 10a 当たり２

カ所 

 

客土 

(10.1.4.2) 

つぼ掘断面の施工厚さ 

 

作業後 

 

果樹園 10a 当たり１カ所

（施工面積が 10a 未満の

場合は、１施工箇所当たり

１ヵ所）、畦畔 10a 当たり２

カ所 
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その他の写真管理については、国土交通省編「写真管理基準」を準拠する。 

 


